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令和７年度 宇治市指定居宅介護支援事業所 指導・監査実施計画 

 

1. 基本方針 

 介護保険法第 8条第 24 項に規定する事業（以下「居宅介護支援事業」という。）の

実施に当たり、同法及び関連法令の規定に基づき、①法令が遵守されているか ②適

正な保険給付がなされているか ③利用者の尊厳が保持され、利用者本位のサービス

提供がなされているか 等の観点から、居宅介護支援事業を行う事業所（以下「居宅

介護支援事業所」という。）に対して、指導を行うこととする。 

 

2. 根拠法令等 

 （１）介護保険法（平成 9年法律第 123 号） 

 （２）宇治市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準を定める条例

（平成 30 年宇治市条例第 31 号） 

 （３）宇治市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準を定める条例

施行規則（平成 30 年宇治市規則第 14 号） 

 （４）宇治市指定居宅介護支援事業所等指導要項（平成 30 年制定） 

 

3. 対象事業所 

居宅介護支援事業者が開設する、宇治市内の居宅介護支援事業所 

 

4. 指導の形態 

 （１）集団指導 

   居宅介護支援事業所を一定の場所に集めて講習等の方法により行う。 

 （２）運営指導 

   居宅介護支援事業所において、関係書類等を閲覧し、関係者との面談等により

行う。なお、施設・設備や利用者等のサービス利用状況以外の実地でなくても

確認できる内容（最低基準等運営体制指導及び報酬請求指導に限る。）の確認

については、情報セキュリティの確保を前提としてオンライン等を活用する場

合がある。 

 

5. 集団指導 

  年に1回実施する。実施方法については、本市ホームページへの資料掲載とする。 
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6. 運営指導 

 （１）実施回数 

   宇治市内の全ての居宅介護支援事業所を対象に、原則として 6年に 1回（指定

有効期間内）を目安に実施する。ただし、新規指定を行った事業所または直近の

運営指導の結果、指摘事項が多数確認された事業所の場合は、この限りではない。 

   なお、実施にあたっては、事業所等の感染防止対策に十分配慮することとする。 

 （２）指導体制 

   2 名以上の職員により行うこととし、うち１名は原則として主任以上の職にあ 

る者を充てる。 

 （３）指導日数 

   原則として、1事業所につき半日とする。ただし、併設の場合は１日もあり得 

る。 

 （４）指導通知 

   指導対象となる居宅介護支援事業所を決定したときは、あらかじめ文書により

日時及び場所等について事業所に通知する。ただし、高齢者虐待が疑われている

等の理由により、あらかじめ通知したのでは日常におけるサービスの提供状況を

確認することができないと認められる場合は、指導開始時に文書により通知する。 

 （５）重点事項 

   ①法令遵守事項 

    〇人員、設備及び運営の状況 

     ・業務継続に向けた取組の強化 

・ハラスメント対策 

     ・感染症や災害への対応力向上 等 

    〇適切な介護サービスの提供 

     ・高齢者向け集合住宅の入居者に介護サービスを提供する事業所への 

重点的な指導 

     ・他の介護サービス事業所と併設されている居宅介護支援事業所に 

対して運営指導を行う際に、他の介護サービス事業所の指定権限を 

有する京都府等と連携 

    〇不正事案等に対する厳正な対処 

     ・監査及び処分の権限の適切な行使 

     ・不正等の事実を確認し、同一法人の他事業等について適切であったか 
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どうかを確認する必要がある場合、関係する都道府県及び市町村に 

情報提供 

   ②報酬等請求事項 

    〇介護給付費の適正な算定のための根拠資料の把握及び記録確認 

   ③尊厳保持（サービス提供）事項 

    〇利用者の生活実態の把握 

    〇介護計画の一連のプロセス 

    〇高齢者虐待防止及び身体拘束廃止に関する制度理解 等 

 （６）自主点検の実施 

   毎年、自主点検表により、自らの事業所の取組みについて確認をお願いしてい

るが、運営指導の対象から外れた事業所は、「運営指導による文書指摘事項の具

体例」の確認事項等を中心に、自主点検に取り組むこと。 

 

7. 監査 

 （１）監査の実施 

   通報・苦情・相談等に基づく情報、介護給付費適正化システムの分析から特異

傾向を示す居宅介護支援事業所、介護保険法第 115 条の 35 第 4 項の規定に該当

する報告の拒否等の情報、運営指導で確認した指定基準違反等がある場合等は、

速やかに監査を行う。 

   なお、運営指導中に、明らかな不正又は著しい不当等が疑われる場合も監査を

行うことがある。 

 （２）監査体制 

   2 名以上の職員により行うこととし、そのうち 1 名は原則として宇治市健康長

寿部介護保険課の職員を充てる。 

 

8. 指導・監査後の処理 

  ア 文書指摘 

    運営指導においては、法令基準違反の事実があり改善を要すると認められる

事項については、当該居宅介護支援事業者に対し文書指摘として書面で通知し、

1か月以内に改善報告書の提出を求める。 
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  イ 自主点検及び自主返還指示 

    運営指導において介護給付等対象サービスの内容、介護給付費の算定又はそ

の請求に関し不当な事実を確認したときは、当該居宅介護支援事業者に対し、

当該指摘事項に関し、指導前 5年間に遡って自主点検を行わせ、その結果を報

告させるものとし、介護給付費の返還の必要がある場合は、自主返還の指示を

行うとともに、関係機関に通知する。 

  ウ 勧告 

    指導・監査の結果、法令基準違反の事実が確認され、当該違反の規模、期間、

内容、改善の可能性等を勘案して上記アの文書指摘以上に強い指導を行う必要

があると認められる場合は、当該居宅介護支援事業者に対し、期限を定めて当

該基準を遵守するよう勧告し、当該勧告に係る改善措置の履行状況について報

告を求める。 

  エ 業務改善命令 

    上記ウの勧告を受けた当該居宅介護支援事業者が、正当な理由なく当該勧告

に係る改善措置をとらなかった場合であって、当該勧告に係る基準違反の規模、

期間、内容等を勘案し必要があると認められる場合には、当該居宅介護支援事

業者に対して期限を定めて勧告に係る措置をとるよう業務改善命令を行い、当

該命令に係る改善措置の履行状況について報告を求める。 

    なお、同命令を行った場合は、その旨を速やかに公示するとともに、関係機

関に対し連絡する。 

  オ 指定等の取消又は効力停止 

    指導・監査の結果、指定の取消又は効力停止処分事由に該当する事実がある

場合であって、当該事実の内容、悪質性及び重大性、改善の可能性等を勘案し、

必要があると認められる場合には、当該居宅介護支援事業所の指定の取消又は

期間を定めてその効力を停止する。 

    なお、指定の取消又は効力停止を行った場合は、その旨を速やかに公示する

とともに、関係機関に対し連絡する。 

  カ 加算金 

    指導・監査の結果、介護給付費の返還が生じる場合であって、居宅介護支援

事業者が偽りその他不正の行為により介護給付費の支払を受けていたことが

確認されたときは、過去 2 年間について返還金を確定し、当該返還額に加え、

当該額に 100 分の 40 を乗じて得た額を支払うよう当該居宅介護支援事業者に
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指示するとともに、支払を求めるよう関係機関に通知する。 

  キ 公表 

    上記ウの勧告を行った場合であって期限までに改善措置が履行されなかっ

た場合は、法令基準違反の程度を勘案した上で公表する。上記エ又はオの処分

を行った場合は原則として、その旨を公表する。 

  ク 聴聞等 

    上記オの処分を行おうとする場合には、宇治市行政手続条例（平成９年宇治

市条例第３号）第１３条第１項に規定する聴聞又は弁明の機会の付与の手続を

行う。ただし、同条第 2項の規定によりこれらの手続を執ることを要しない場

合を除く。 
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令和７年度 宇治市指定介護予防支援事業者 指導・監査実施計画 

 

1. 基本方針 

 介護保険法第 8条の 2第 18 項に規定する事業（以下「介護予防支援事業」という。）

の実施に当たり、同法及び関連法令の規定に基づき、①法令が遵守されているか ②

適正な保険給付がなされているか ③利用者の尊厳が保持され、利用者本位のサービ

ス提供がなされているか 等の観点から、介護予防支援事業を行う事業者（以下「介

護予防支援事業者」という。）に対して、指導・監査を行うこととする。 

 

2. 根拠法令等 

 （１）介護保険法（平成 9年法律第 123 号） 

 （２）宇治市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等

に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例（平

成 26 年宇治市条例第 38 号） 

 （３）宇治市介護予防支援事業者等指導要項（平成 23 年制定） 

 （４）宇治市介護予防支援事業者等監査要項（平成 23 年制定） 

   

3. 対象事業所 

介護予防支援事業者が開設する、宇治市内の介護予防支援事業を行う事業所(以下

「介護予防支援事業所」という。） 

 

4. 指導の形態 

 （１）集団指導 

   介護予防支援事業者を一定の場所に集めて講習等の方法により行う。 

 （２）運営指導 

   介護予防支援事業所において、関係書類等を閲覧し、関係者との面談等により

行う。なお、施設・設備や利用者等のサービス利用状況以外の実地でなくても

確認できる内容（最低基準等運営体制指導及び報酬請求指導に限る。）の確認

については、情報セキュリティの確保を前提としてオンライン等を活用する場

合がある。 
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5. 集団指導 

 年に 1回実施する。実施方法については、本市ホームページへの資料掲載とする。 

 

6. 運営指導 

 （１）実施回数 

   宇治市内の全ての介護予防支援事業所を対象に、原則として 6年に 1回（指定

有効期間内）を目安に実施する。ただし、新規指定を行った事業所または直近の

運営指導の結果、指摘事項が多数確認された事業所の場合は、この限りではない。    

なお、実施にあたっては、事業所等の感染防止対策に十分配慮することとする。 

 （２）指導体制 

   2 名以上の職員により行う。うち 1 名は原則として主任以上の職にある者を充

てる。 

 （３）指導日数 

   原則として、1事業所につき半日若しくは 1日とする。 

 （４）指導通知 

   指導対象となる介護予防支援事業所を決定したときは、あらかじめ文書により

日時及び場所等について事業所に通知する。ただし、高齢者虐待が疑われている

等の理由により、あらかじめ通知したのでは日常におけるサービスの提供状況を

確認することができないと認められる場合は、指導開始時に文書により通知する。 

 （５）重点事項 

   ①法令遵守事項 

    〇人員、設備及び運営の状況 

     ・業務継続に向けた取組の強化 

・ハラスメント対策 

     ・感染症や災害への対応力向上 等 

    〇適切な介護サービスの提供 

・高齢者向け集合住宅の入居者に介護サービスを提供する事業所への 

重点的な指導 

    〇不正事案等に対する厳正な対処 

     ・監査及び処分の権限の適切な行使 

     ・不正等の事実を確認し、同一法人の他事業等について適切であったか 

どうかを確認する必要がある場合、関係する都道府県及び市町村に 

―　8　―



情報提供 

   ②報酬等請求事項 

    〇介護給付費等の適正な算定のための根拠資料の把握及び記録確認 

   ③尊厳保持（サービス提供）事項 

    〇利用者の生活実態の把握 

    〇介護計画の一連のプロセス 

    〇高齢者虐待防止及び身体拘束廃止に関する制度理解 等 

 （６）自主点検の実施 

   毎年、自主点検表により、自らの事業所の取り組みについて確認を依頼してい

るが、運営指導の対象から外れた事業所は、「（５）重点事項」、「地域密着型サー

ビス事業者等の運営に係る留意事項について」及び「運営指導による文書指摘事

項の具体例」の確認事項を中心に、自主点検に取り組むこと。 

 

7. 監査 

 （１）監査の実施 

   通報・苦情・相談等に基づく情報、介護給付費適正化システムの分析から特異

傾向を示す介護予防支援事業者、介護保険法第 115 条の 35 第 4 項の規定に該当

する報告の拒否等の情報、運営指導で確認した基準違反等がある場合等は、速や

かに監査を行う。 

   なお、運営指導中に、明らかな不正又は著しい不当等が疑われる場合も監査を

行うことがある。 

 （２）監査体制 

   2 名以上の職員により行うこととし、うち 1 名は係長級以上の職にある者を充

てる。 

 

8. 指導・監査後の処理 

  ア 文書指摘 

    運営指導においては、基準違反の事実があり改善を要すると認められる事項

については、当該介護予防支援事業者に対し文書指摘として書面で通知 1か月

以内に改善報告書の提出を求める。 

  イ 自主点検及び自主返還指示 

    運営指導において介護予防支援の内容、介護給付費の算定又はその請求に関
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し不当な事実を確認したときは、当該介護予防支援事業者に対し、当該指摘事

項に関し、指導前 5年間に遡って自主点検を行わせ、その結果を報告させるも

のとし、介護給付費の返還の必要がある場合は、自主返還の指示を行うととも

に、関係機関に通知する。 

  ウ 勧告 

    指導・監査の結果、基準違反の事実が確認され、当該違反の規模、期間、内

容、改善の可能性等を勘案して上記アの文書指摘以上に強い指導を行う必要が

あると認められる場合は、当該介護予防支援事業者に対し、期限を定めて当該

基準を遵守するよう勧告し、当該勧告に係る改善措置の履行状況について報告

を求める。 

  エ 業務改善命令 

    上記ウの勧告を受けた当該介護予防支援事業者が、正当な理由なく当該勧告

に係る改善措置をとらなかった場合であって、当該勧告に係る基準違反の規模、

期間、内容等を勘案し必要があると認められる場合には、当該介護予防支援事

業者に対して期限を定めて勧告に係る措置をとるよう業務改善命令を行い、当

該命令に係る改善措置の履行状況について報告を求める。 

    なお、同命令を行った場合は、その旨を速やかに公示するとともに、関係機

関に対し連絡する。 

  オ 指定等の取消又は効力停止 

    指導・監査の結果、指定の取消又は効力停止処分事由に該当する事実がある

場合であって、当該事実の内容、悪質性及び重大性、改善の可能性等を勘案し、

必要があると認められる場合には、当該介護予防支援事業者の指定の取消し又

は期間を定めてその効力を停止する。 

    なお、指定の取消又は効力停止を行った場合は、その旨を速やかに公示する

とともに、関係機関に対し連絡する。 

  カ 加算金 

    指導・監査の結果、介護給付費の返還が生じる場合であって、介護予防支援

事業者が偽りその他不正の行為により介護給付費の支払を受けていたことが

確認されたときは、過去 2 年間について返還金を確定し、当該返還額に加え、

当該額に 100 分の 40 を乗じて得た額を支払うよう当該介護予防支援事業者に

指示するとともに、支払を求めるよう関係機関に通知する。 
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  キ 公表 

    上記ウの勧告を行った場合であって期限までに改善措置が履行されなかっ

た場合は、基準違反の程度を勘案した上で公表する。上記エ又はオの処分を行

った場合は原則として、その旨を公表する。 

  ク 聴聞等 

    上記オの処分を行おうとする場合には、宇治市行政手続条例（平成 9年宇治

市条例第 3 号）第 13 条第 1 項の規定による聴聞又は弁明の機会付与の手続を

行う。ただし、同条第２項の規定によりこれらの手続を執ることを要しない場

合を除く。 
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令和７年度 地域密着型サービス事業者 指導・監査実施計画 

 

1. 基本方針 

 介護保険法第 8条第 14 項及び第 8条の 2第 14 項に規定する事業（以下「地域密着

型サービス事業」という。）の実施に当たり、同法及び関連法令の規定に基づき、①

法令が遵守されているか ②適正な保険給付がなされているか ③利用者の尊厳が

保持され、利用者本位のサービス提供がなされているか 等の観点から、地域密着型

サービス事業を行う事業者（以下「地域密着型サービス事業者」という。）に対して、

指導・監査を行うこととする。 

 

2. 根拠法令等 

（１）介護保険法（平成 9年法律第 123 号） 

（２）宇治市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を

定める条例（平成 25 年宇治市条例第 15 号） 

（３）宇治市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営に関す 

る基準を定める条例（平成 25 年宇治市条例第 16 号） 

（４）宇治市地域密着型サービス事業者等指導要項（平成 19 年制定） 

（５）宇治市地域密着型サービス事業者等監査要項（平成 19 年制定） 

 

3. 対象事業所 

地域密着型サービス事業者が開設する、宇治市内の地域密着型サービス事業を行う

事業所(以下「地域密着型サービス事業所」という。） 

 

4. 指導の形態 

 （１）集団指導 

   地域密着型サービス事業者を一定の場所に集めて講習等の方法により行う。 

 （２）運営指導 

   地域密着型サービス事業所において、関係書類等を閲覧し、関係者との面談等

により行う。なお、施設・整備や利用者等のサービス利用状況以外の実地でな

くても確認できる内容（最低基準等運営体制指導及び報酬請求指導に限る。）

の確認については、情報セキュリティの確保を前提としてオンライン等を活用

する場合がある。 
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5. 集団指導 

年に 1回実施する。実施方法については、本市ホームページへの資料掲載とする。 

 

6. 運営指導 

 （１）実施回数 

   宇治市内の全ての地域密着型サービス事業所を対象に、原則として 6年に 1回

（指定有効期間内）を目安に実施する。ただし、新規指定を行った事業所または

直近の運営指導の結果、指摘事項が多数確認された事業所の場合は、この限りで

はない。なお、実施にあたっては、事業所等の感染防止対策に十分配慮すること

とする。 

 （２）指導体制 

   2 名以上の職員により行う。うち 1名は原則として主任以上の職にある者を充 

てる。 

 （３）指導日数 

   原則として、1事業所につき半日若しくは 1日とする。 

 （４）指導通知 

   指導対象となる地域密着型サービス事業所を決定したときは、あらかじめ文書

により日時及び場所等について事業所に通知する。ただし、高齢者虐待が疑われ

ている等の理由により、あらかじめ通知したのでは日常におけるサービスの提供

状況を確認することができないと認められる場合は、指導開始時に文書により通

知する。 

 （５）重点事項 

   ☆運営指導事項 

・利用者の生活実態の把握 

・介護計画の一連のプロセス 

・虐待、身体拘束廃止についての取り組み 

・業務継続に向けた取組の強化 

・ハラスメント対策 

・感染症や災害への対応力向上 等 

   ☆報酬請求指導事項 

・報酬請求の根拠資料の把握 

・報酬請求の記録確認 

   ☆法令順守事項 

・人員、設備及び運営の状況等について行う。 
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 （６）自主点検の実施 

毎年、自主点検表により、自らの事業所の取組みについて確認を依頼してい

るが、運営指導の対象から外れた事業所は、「（５）重点事項」、「地域密着型サ

ービス事業者等の運営に係る留意事項について」及び「運営指導による文書指

摘事項の具体例」の確認事項を中心に、自主点検に取り組むこと。 

 

7. 監査 

 （１）監査の実施 

   通報・苦情・相談等に基づく情報、介護給付費適正化システムの分析から特異

傾向を示す地域密着型サービス事業者、介護保険法第 115 条の 35 第 4 項の規定

に該当する報告の拒否等の情報、運営指導で確認した指定基準違反等がある場合

等は、速やかに監査を行う。 

   なお、運営指導中に、明らかな不正又は著しい不当等が疑われる場合も監査を

行うことがある。 

 （２）監査体制 

   2 名以上の職員により行うこととし、うち 1名は係長級以上の職にある者を充

てる。 

 

8. 指導・監査後の処理 

  ア 文書指摘 

    運営指導においては、法令基準違反の事実があり改善を要すると認められる

事項については、当該地域密着型サービス事業者に対し文書指摘として書面で

通知し、1か月以内に改善報告書の提出を求める。 

  イ 自主点検及び自主返還指示 

    運営指導において介護給付等対象サービスの内容、介護給付費の算定又はそ

の請求に関し不当な事実を確認したときは、当該地域密着型サービス事業者に

対し、当該指摘事項に関し、指導前 5年間に遡って自主点検を行わせ、その結

果を報告させるものとし、介護給付費の返還の必要がある場合は、自主返還の

指示を行うとともに、関係機関に通知する。 

  ウ 勧告 

    指導・監査の結果、法令基準違反の事実が確認され、当該違反の規模、期間、

内容、改善の可能性等を勘案して上記アの文書指摘以上に強い指導を行う必要

があると認められる場合は、当該地域密着型サービス事業者に対し、期限を定

めて当該基準を遵守するよう勧告し、当該勧告に係る改善措置の履行状況につ
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いて報告を求める。 

  エ 業務改善命令 

上記ウの勧告を受けた当該地域密着型サービス事業者が、正当な理由なく当

該勧告に係る改善措置をとらなかった場合であって、当該勧告に係る基準違反

の規模、期間、内容等を勘案し必要があると認められる場合には、当該地域密

着型サービス事業者に対して期限を定めて勧告に係る措置をとるよう業務改善

命令を行い、当該命令に係る改善措置の履行状況について報告を求める。 

    なお、同命令を行った場合は、その旨を速やかに公示するとともに、関係機

関に対し連絡する。 

 オ 指定等の取消又は効力停止 

    指導・監査の結果、指定の取消又は効力停止処分事由に該当する事実がある

場合であって、当該事実の内容、悪質性及び重大性、改善の可能性等を勘案し、

必要があると認められる場合には、当該地域密着型サービス事業者の指定の取

消し又は期間を定めてその効力を停止する。 

    なお、指定の取消又は効力停止を行った場合は、その旨を速やかに公示する

とともに、関係機関に対し連絡する。 

  カ 加算金 

    指導・監査の結果、介護給付費の返還が生じる場合であって、地域密着型サ

ービス事業者が偽りその他不正の行為により介護給付費の支払を受けていた

ことが確認されたときは、過去 2年間について返還金を確定し、当該返還額に

加え、当該額に 100 分の 40 を乗じて得た額を支払うよう当該地域密着型サー

ビス事業者に指示するとともに、支払を求めるよう関係機関に通知する。 

  キ 公表 

    上記ウの勧告を行った場合であって期限までに改善措置が履行されなかっ

た場合は、法令基準違反の程度を勘案した上で公表する。上記エ又はオの処分

を行った場合は原則として、その旨を公表する。 

  ク 聴聞等 

    上記オの処分を行おうとする場合には、宇治市行政手続条例（平成 9年宇治

市条例第 3 号）第 13 条第 1 項の規定による聴聞又は弁明の機会付与の手続を

行う。ただし、同条第 2項の規定によりこれらの手続を執ることを要しない場

合を除く。 
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令和７年度 宇治市総合事業事業者 指導・監査実施計画 

 

1. 基本方針 

 介護保険法第 115 条の 45 第 1 項第 1 号に規定する事業（以下「第 1 号事業」とい

う。）の実施に当たり、同法及び関連法令の規定に基づき、①法令が遵守されているか 

②適正な第 1号事業の支給がなされているか ③利用者の尊厳が保持され、利用者本

位のサービス提供がなされているか 等の観点から、第 1号事業を行う事業者（以下

「総合事業事業者」という。）に対して、指導・監査を行うこととする。 

 

2. 根拠法令等 

（１）介護保険法（平成 9年法律第 123 号） 

（２）宇治市指定訪問介護相当サービス及び指定通所介護相当サービスの事業の人

員、設備及び運営に関する基準等を定める要綱（平成 29 年宇治市告示第 44

号） 

（３）宇治市指定生活支援型訪問サービス及び指定短時間型通所サービスの事業の

人、設備及び運営に関する基準等を定める要綱（平成 29 年宇治市告示第 45

号） 

（４）宇治市介護予防・日常生活支援総合事業指定事業者等指導要項（平成 29 年制

定） 

（５）宇治市介護予防・日常生活支援総合事業指定事業者等監査要項（平成 29 年制

定） 

 

3. 対象事業所 

総合事業事業者が開設する、宇治市内の第 1号事業を行う事業所(以下「総合事 

業事業所」という。） 

 

4. 指導の形態 

 （１）集団指導 

   総合事業事業所を一定の場所に集めて講習等の方法により行う。 

 （２）運営指導 

   総合事業事業所において、関係書類等を閲覧し、関係者との面談等により行う。 

なお、施設・設備や利用者等のサービス利用状況以外の実地でなくても確認でき

る内容（最低基準等運営体制指導及び報酬請求指導に限る。）の確認については、

情報セキュリティの確保を前提としてオンライン等を活用する場合がある。 
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5. 集団指導 

  年に1回実施する。実施方法については、本市ホームページへの資料掲載とする。 

 

6. 運営指導 

 （１）実施回数 

   宇治市内の全ての総合事業事業所を対象に、原則として 6年に 1回（指定有効

期間内）を目安に実施する。ただし、新規指定を行った事業所または直近の実地

指導の結果、指摘事項が多数確認された事業所の場合は、この限りではない。 

なお、実施にあたっては、事業所等の感染防止対策に十分配慮することとする。 

 （２）指導体制 

   2 名以上の職員により行うこととし、うち１名は原則として主任以上の職にあ 

る者を充てる。 

 （３）指導日数 

   原則として、1事業所につき半日とする。ただし、併設の場合は１日もあり得 

る。 

 （４）指導通知 

   指導対象となる総合事業事業所を決定したときは、あらかじめ文書により日時

及び場所等について事業所に通知する。ただし、高齢者虐待が疑われている等の

理由により、あらかじめ通知したのでは日常におけるサービスの提供状況を確認

することができないと認められる場合は、指導開始時に文書により通知する。 

 （５）重点事項 

☆運営指導事項 

・利用者の生活実態の把握 

 ・介護計画の一連のプロセス 

・虐待、身体拘束廃止についての取り組み 

・業務継続に向けた取組の強化 

・ハラスメント対策 

・感染症や災害への対応力向上 等 

☆報酬請求指導事項 

 ・報酬請求の根拠資料の把握 

 ・報酬請求の記録確認 

☆法令順守事項 

 ・人員、設備及び運営の状況等について行う。 

 （６）自主点検の実施 

毎年、自主点検表により、自らの事業所の取組みについて確認をお願いして

いるが、運営指導の対象から外れた事業所は、「運営指導による文書指摘事項の
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具体例」の確認事項等を中心に、自主点検に取り組むこと。 

 

7. 監査 

 （１）監査の実施 

   通報・苦情・相談等に基づく情報、介護給付費適正化システムの分析から特異

傾向を示す総合事業事業者、一体的に運営する訪問介護事業所及び通所介護事業

所への法第 23 条及び第 24 条による指導又は法第 76 条の監査で確認した指定基

準違反等がある場合等は、速やかに監査を行う。 

   なお、実地指導中に、明らかな不正又は著しい不当等が疑われる場合も監査を

行うことがある。 

 （２）監査体制 

   2 名以上の職員により行うこととし、そのうち 1 名は、原則として宇治市健康

長寿部介護保険課の職員を宛てる。 

 

8. 指導・監査後の処理 

  ア 文書指摘 

    運営指導においては、法令基準違反の事実があり改善を要すると認められる

事項については、当該総合事業事業者に対し文書指摘として書面で通知し、1

か月以内に改善報告書の提出を求める。 

  イ 自主点検及び自主返還指示 

    運営指導において、第 1号事業の内容、第 1号事業支給費の算定又はその請

求に関し不当な事実を確認したときは、当該総合事業事業者に対し、当該指摘

事項に関し、指導前 5年間に遡って自主点検を行わせ、その結果を報告させる

ものとし、第 1号事業支給費の返還の必要がある場合は、自主返還の指示を行

うとともに、関係機関に通知する。 

  ウ 勧告 

    指導・監査の結果、法令基準違反の事実が確認され、当該違反の規模、期間、

内容、改善の可能性等を勘案して上記アの文書指摘以上に強い指導を行う必要

があると認められる場合は、当該総合事業事業者に対し、期限を定めて当該基

準を遵守するよう勧告し、当該勧告に係る改善措置の履行状況について報告を

求める。 

  エ 業務改善命令 

    上記ウの勧告を受けた当該総合事業事業者が、正当な理由なく当該勧告に係

る改善措置をとらなかった場合であって、当該勧告に係る基準違反の規模、期

間、内容等を勘案し必要があると認められる場合には、当該総合事業事業者に

対して期限を定めて勧告に係る措置をとるよう業務改善命令を行い、当該命令
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に係る改善措置の履行状況について報告を求める。 

    なお、同命令を行った場合は、その旨を速やかに公示するとともに、関係機

関に対し連絡する。 

  オ 指定等の取消又は効力停止 

    指導・監査の結果、指定の取消又は効力停止処分事由に該当する事実がある

場合であって、当該事実の内容、悪質性及び重大性、改善の可能性等を勘案し、

必要があると認められる場合には、当該総合事業事業者の指定の取消し又は期

間を定めてその効力を停止する。 

    なお、指定の取消又は効力停止を行った場合は、その旨を速やかに公示する

とともに、関係機関に対し連絡する。 

  カ 加算金 

    指導・監査の結果、第 1号事業支給費の返還が生じる場合であって、総合事

業事業者が偽りその他不正の行為により第 1 号事業支給費の支払を受けてい

たことが確認されたときは、過去 2年間について返還金を確定し、当該返還額

に加え、当該額に 100 分の 40 を乗じて得た額を支払うよう当該総合事業事業

者に指示するとともに、支払を求めるよう関係機関に通知する。 

  キ 公表 

    上記ウの勧告を行った場合であって期限までに改善措置が履行されなかっ

た場合は、法令基準違反の程度を勘案した上で公表する。上記エ又はオの処分

を行った場合は原則として、その旨を公表する。 

  ク 聴聞等 

    上記オの処分を行おうとする場合には、宇治市行政手続条例（平成 9年宇治

市条例第 3 号）第 13 条第 1 項の規定による聴聞又は弁明の機会付与の手続を

行う。ただし、同条第 2項の規定によりこれらの手続を執ることを要しない場

合を除く。 
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制度管理の適正化のための指導について、下記の重点事項を踏まえて指導を実施します。

①指定事務の制度説明

「指定及び指定の更新に係る欠格事由、指定の更新制度の説明」

②改正介護保険法の趣旨・目的の周知及び理解の促進

「監査指導の権限行使の考え方、事業規制、情報の公表制度の仕組み等の説明」

③介護報酬請求に係る過誤・不正防止

「介護給付等算定の届出等に係る説明」

※著しい運営基準違反が確認された場合 生命の危険がある場合 監査へ変更

（虐待・身体拘束等）

生命の危険がない場合 一般行政指導（必要に応じ過誤調整）

※不適切な請求が確認された場合 著しく不正な請求の場合 監査へ変更

上記以外の場合 一般行政指導（必要に応じ過誤調整）

*
第
2
3
条
に
基
づ
く
実
地
指
導

*介護保険法

効果

実地指導については、居宅介護支援事業所、地域密着型サービス事業者等に対し行います。必要に応じ、厚生労働省（本省及び地方厚生局）や都道府
県との合同により実施します。

宇治市が実施する指導監督の在り方について

経済上の措置返還金+加算金（*第22条）過誤調整 返還金（*第22条）

運
営
指
導

報
酬
請
求
指
導

○高齢者虐待防止、身体拘束禁止等の観点から、虐待や身体拘束のそれぞれの行為についての理解の促進、防止のための取り組みの促進につい
て指導を行うとともに、個別ケアを推進するため個々の利用者について個別のケアプランに基づいたサービス提供の一連のプロセスについてヒアリン
グを行い、生活支援のためのアセスメントとケアプラン等が適切に行えるよう指導します。

○各種加算等について、報酬基準等に基づき体制は確保されているか。個別ケアプランに基づきサービス提供がされているか、他職種との協働は行
われているかなど届け出た加算等に基づいた運営が適切に実施されているかをヒアリングし、請求の不適正な取り扱いについて是正を求めます。

行政指導 行政処分 効果

指
導

監
査

指導にあたっての基本方針

集
団
指
導

*
第
7
8
条
の
9
第
1
項
、

第
8
3
条
の
2
第
1
項
、

第
1
1
5
条
の
2
8
第
1
項
、

4
5
の
8
等

*
第
7
8
条
の
9
第
3
項
、
第
4
項
、

第
8
3
条
の
2
第
3
項
、
第
4
項

第
1
1
5
条
の
2
8
第
3
項
、
第
4
項
、

4
5
の
8
等

○利用者・家族等からの通報、
事業者関係者からの内部通報

○国保連、地域包括支援セン
ターに寄せられる苦情

○「介護サービス情報の公表」
の拒否等の情報

○保険者が独自に行う介護給
付費分析から特異傾向を示す
事業者情報

等

情報

◆
報
告
等
（
実
地
検
査
）
◆

改善報告
◆
改
善
勧
告
◆

◆
改
善
命
令
◆

◆

公
示

◆

◆指定の取消◆

◆指定の効力の全
部又は一部停止◆

改善勧告に至らない場合

*
第
7
8
条
の
7
、
第
8
3
条
、
第
1
1
5
条
の
2
7
、

4
5
の
7

正当な理由なく期限内に勧告に係
る措置をとらなかった場合

期限内に勧告に従わ
なかった場合

*第78条の9第2項、第83条
の2第2項、第115条の28第
2項等

→
聴
聞
・
弁
明
の
機
会
を
付
与

不
利
益
処
分
を
し
よ
う
と
す
る
場
合
の
手
続
き

遵守すべき事項が明確にされて
いる場合においては、意見陳述
のための手続きを省略できる。

*第78条の10、第84条、第115

条の19．45の9

<利点>

①不適正な部分のみサー

ビスの停止ができる
②不正請求の事実の証拠
固めをするための報告徴収
や検査を十分に行える

命令に従わなかった
場合

適
正
化

制
度
管
理
の

介
護
保
険
給
付
の
適
正
化

◆公表◆
（することができる）

よ
り
よ
い
ケ
ア
の
実
現

―　20　―



予定している運営指導の標準的なスケジュール

1.施設・事業所へ通知 【報酬請求に関する指導】

○サービスの質に関する確認 ○報酬請求に基づいた実施の確認 4.指導結果の通知等
○改善を要すると認められ
た場合→5
○介護報酬について過誤
等による調整を要すると認
められた場合→5

　
【講評】

○運営指導の結果について

事前

行動等

【運営に関する指導】

運営指導当日

2.施設・事業所から
事前申請書類の提出

事後

3.指導結果の整理・復命 5.施設・事業所からの報告

書の提出

ヒアリング内容についての指導

○加算算定基準と異なる誤った
　　解釈の是正

○過誤調整等による返還の指導

①加算及び減算に係る考え方

→加算等の請求に当たっての基本的な考え
方を確認します。

②加算及び減算の実施状況

→加算等の請求の種類等の状況を確認しま
す。

③加算及び減算の請求の内容

→各種加算等の請求を行っているものにつ
いて、関係書類等により施設・事業所側から
の説明を伺います。

④効果

→加算を実施したことによる効果について説
明を伺います。

各種加算等についてヒアリング

報酬請求に関する指導
運営に関する指導

サービスの質に関する確認

①自主点検表に基づく運営指導
   ・基本方針
   ・人員及び設備に関する基準
   ・運営に関する基準
   ・その他

②認知症ケアの理解
　
③虐待防止・身体拘束廃止
   ・虐待・身体拘束廃止への取り組み
   ・虐待・身体拘束についての認識とサービス実施状況
   ・高齢者虐待防止・身体拘束禁止に関する制度の理解

④「一連のケアマネジメントプロセス」の理解

⑤地域との連携

指
導
内
容

指
導
内
容

―　21　―



介護保険事業者における報酬・加算算定の留意点について 

 
１．加算要件の確認 

・ケアレスミスによる報酬返還の防止のため、報酬告示、解釈通知、関連する告示（「厚生

労働大臣が定める…」）及び厚生労働省発出のQ＆A 等を確認すること。 

・要件は、単位数表、解釈通知その他の通知類及び Q＆A に分散している場合があるため、

遺漏がないよう注意すること。 

・多くの加算が複数の要件を満たす必要があり、いずれかの要件の抜け落ちがあると、算

定要件を満たさなくなるため留意すること。 

 特に定期的な研修・会議の実施や、従業者・利用者に係る要件等については、事業所にお

いて、要件を満たしているかの確認を定期的に行うこと。 

【主な告示・解釈通知等】 

・「指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準」 

・「指定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準」 

・「介護予防・日常生活支援総合事業に係る第１号事業に要する費用の額に関する要綱」 

・「指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準」 

・「指定介護予防支援に要する費用の額の算定に関する基準」 

・「厚生労働大臣が定める者等」 

・「厚生労働大臣が定める基準」 

・厚生労働省が発した各種 Q＆A 

２．記録 

・加算の多くは、算定要件として、記録の整備が求められている。 

・明文上必須とされているか否かに関わらず、算定要件を満たしていることが事後的に確

認できなければならないので、算定要件に関係する記録に関しては、事実上必須である

と理解すること（日付、関係職員、サービス内容等）。 

・記録は行政の運営指導等のために作成するものではない。事業所において、算定要件の

充足を記録に基づき確認した上で請求するために作成するものである。 

３．説明と同意（記録） 

・利用者の個別の加算については、基本的には、利用者に対する説明と同意及びその記録

が必須である。 

・利用者への説明と同意が必要な加算については、他の算定要件を満たしていても、同意

がなければ算定できない。 

４．全員を対象とする加算と算定要件の関係 

・加算要件において「利用者ごとに…」となっている、原則として利用者全員に算定する加

算についても、関係計画を作成していないなど、利用者個々に算定要件を満たしていな

い場合は、当該利用者については算定できない。 

５．認知症自立度の決定方法 

 ・最も新しい「医師の判定結果」又は「主治医意見書」の判定を用いることとされており、

意見書記載日に判定があったものとみなし、算定の可否を決定する。医師の判定がない

場合に用いられる「認定調査票」についても、記載日を判定日とみなす。 

 

 

※参考「令和７年度 介護保険サービス事業者等集団指導資料（京都府）」 
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運営指導時準備書類一覧（居宅介護支援） 

1.提出書類（期限までに介護保険課に提出してください。） 

 ①パンフレット（※作成している場合のみ提出） 

②自主点検表（令和〇年度実施分） 

（※様式は宇治市ホームページに掲載されている最新版をご使用ください。） 

③従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（指導月の 2か月又は 3か月前） 

 ④平面図（※各箇所の用途、面積がわかるもの） 

       ⑤運営規程 

       ⑥重要事項説明書 

※②・③については、宇治市ホームページよりダウンロードが可能です。 

2.提示書類（運営指導当日までに準備し、求めに応じて速やかに提示してください。） 

 1)勤務体制を確認するための書類 

  （事業所で使用している出勤簿/タイムカード、勤務表。指導月の 2 か月又は 3か月前） 

2)資格を証する書類（写しでも可） 

3)雇用契約書 

（雇用の形態（常勤・非常勤）がわかる文書、従業員の秘密保持誓約書） 

4)苦情処理に係る記録等 

（苦情の受付簿、対応記録、苦情対応マニュアル等） 

5)事故発生時に係る記録等 

(事故発生時の市・家族等への報告記録、再発防止策の検討記録、事故対応マニュアル等） 

     6）職場におけるハラスメントに係る取組がわかる文書等 

(事業者の方針がわかる文書、マニュアル等） 

7)研修に係る記録等（研修計画、実施記録等） 

8）重要事項説明書、利用契約書、個人情報同意書 

9)アセスメントシート 

（利用者の心身状況、その置かれている環境、サービスの利用状況等） 

10）サービス担当者会議の記録 

11)居宅サービス計画書 

12)居宅介護支援経過記録 

13）モニタリングの記録 

14)個別サービス計画 

15)ちらし、広告（作成している場合） 

  16)各種加算の要件が確認できる書類 

3.その他注意事項等 

・提出書類は、事前に提出してください。（運営指導通知文書に記載の期日までに） 

・提示いただく書類等については、必要に応じて写しの提出を求めることがあります。 

・その他必要に応じて別途資料を求めることがあります。 

・個人情報の記載のある書類を提出いただく場合については、運営指導に関することに限り使用し、

他の目的では使用しません。 
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運営指導時準備書類一覧（介護予防支援） 

1.提出書類（期限までに介護保険課に提出してください。） 

 ①パンフレット（※作成している場合のみ提出） 

②自主点検表（令和 6年度実施分） 

（※様式は宇治市ホームページに掲載されている最新版をご使用ください。） 

③従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（指導月の２か月又は３か月前） 

 ④平面図（※各箇所の用途、面積がわかるもの） 

       ⑤運営規程 

       ⑥重要事項説明書 

⑦委託している利用者の一覧 

※②～③については、宇治市ホームページよりダウンロードが可能です 

2.提示書類（運営指導当日までに準備し、求めに応じて速やかに提示してください。） 

 1)勤務体制を確認するための書類 

  （事業所で使用している出勤簿/タイムカード、勤務表。指導月の 2 か月又は 3か月前） 

2)資格を証する書類（写しでも可） 

3) 雇用契約書 

（雇用の形態（常勤・非常勤）がわかる文書、従業員の秘密保持誓約書） 

4)苦情処理に係る記録等（苦情の受付簿、対応記録、苦情対応マニュアル等） 

5)事故発生時に係る記録等 

(事故発生時の市・家族等への報告記録、再発防止策の検討記録、事故対応マニュアル等） 

6）職場におけるハラスメントに係る取組がわかる文書等 

(事業者の方針がわかる文書、マニュアル等） 

7)研修に係る記録等（研修計画、実施記録等） 

8）重要事項説明書、利用契約書、個人情報同意書 

9)アセスメントシート（利用者の心身状況、その置かれている環境、サービスの利用状況等） 

10）サービス担当者会議の記録 

11)介護予防サービス・支援計画書 

    12)介護予防支援経過記録 

13）モニタリングの記録 

      14)介護予防サービス・支援評価表 

15)個別サービス計画 

16)ちらし、広告（作成している場合） 

  17)各種加算の要件が確認できる書類 

３.その他注意事項等 

・提出書類は、事前に提出してください。（運営指導通知文書に記載の期日までに） 

・提示いただく書類等については、必要に応じて写しの提出を求めることがあります。 

・その他必要に応じて別途資料を求めることがあります。 

・個人情報の記載のある書類を提出いただく場合については、運営指導に関することに限り使用し、

他の目的では使用しません。 
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運営指導時準備書類一覧（地域密着型サービス） 

1.提出書類（期限までに介護保険課へ提出してください。） 

 ①パンフレット等 

※作成している場合のみ提出 

②自主点検表 

※ホームページに掲載している最新版を使用 

※提出書類期限までに実施してください。 

③従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（令和７年〇月分） 

④定員超過・平均入所者数等に関する調書（令和７年〇月分） 

 ⑤平面図（※各箇所の用途、面積がわかるもの） 

 ⑥運営規程 

       ⑦重要事項説明書 

 

※②③④については宇治市ホームページよりダウンロードが可能です。 

  

2.提示書類（運営指導当日までに準備し、求めに応じて速やかに提示してください。） 

 1）勤務体制等を確認するための書類 

  （出勤簿、タイムカード等勤務実態のわかる資料。令和７年〇月分） 

2)資格を証する書類（写しでも可） 

3)個人情報を用いる場合の同意書（利用者の署名等があるもの） 

4)苦情処理、事故発生時の受付表、ヒヤリハットの記録簿等 

5)マニュアル関係 

「緊急時対応」、「非常災害対策」、 「個人情報保護」、「苦情（相談）処理」、 

「事故防止・事故発生時等」、「その他」 

6)研修実施状況のわかる記録（年間研修計画表、研修報告書等） 

7)地域密着型サービス（予防含む）介護給付費明細書（国保連請求控 令和７年〇月分） 

8）請求書又は領収書の控え（令和７年〇月分） 

9)サービス提供の記録、業務日誌、送迎記録 

10)運営推進会議の記録 

  ※定期巡回・随時対応型訪問介護看護の場合は介護・医療連携推進会議の記録 

11)身体拘束の記録、様式、指針、身体拘束の適正化検討委員会名簿、委員会議事録等 

12)雇用契約書 

13)従業者との秘密保持に関する誓約書（直近で採用した従業者） 

14)避難訓練実施記録(報告書等) 

15)非常災害対策にかかる計画（消防計画等、通報・連絡体制、消防用設備点検記録、消防署

への届出等） 

16)職場におけるハラスメント防止措置が確認できる書類（事業主の方針、相談体制等） 

17)業務継続計画、研修及び訓練の計画・記録 

18)感染症の予防及びまん延の防止のための指針、対策を検討する委員会名簿、議事録、研
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修及び訓練の計画・記録 

19)虐待の防止のための指針、対策を検討する委員会名簿、議事録、研修の計画・記録 

20)居宅・介護予防サービス計画書、各サービス計画書（利用者の署名等あるもの） 

21)利用者基本情報（アセスメントシート、被保険者証情報、GHの場合は主治医の診断書等） 

22)モニタリング表一式 

23)サービス担当者会議の記録 

24)利用者の主治医が発行する訪問看護指示の文書 

25)看護小規模多機能型居宅介護報告書 

 ※地域密着型デイ、認知症デイは、11)の提出は不要 

 ※24）、25）は看護小規模多機能型居宅介護のみ 

 

3.その他注意事項等 

・提出書類は事前に提出してください。（運営指導通知文書に記載の期日までに） 

・提示いただく書類等については、必要に応じて写しの提出を求めることがあります。 

・その他必要に応じて別途資料を求めることがあります。 

・個人情報の記載のある書類を提供いただく場合については、運営指導に関することに限り使用し、

他の目的では使用いたしません。 
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運営指導時準備書類一覧（総合事業） 

1.提出書類（期限までに介護保険課へ提出してください。） 

① パンフレット等 

※作成している場合のみ提出 

② 自主点検表 

※ホームページに掲載している最新版を使用 

③ 従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表 

※指導月の２か月又は３か月前 

④ 平面図 

※各箇所の用途、面積がわかるもの 

⑤ 運営規程 

⑥ 重要事項説明書 

     ※②については宇治市ホームページよりダウンロードが可能です。 

 

2.提示書類（運営指導当日までに準備し、求めに応じて速やかに提示してください。） 

① 勤務体制等を確認するための書類 

  （出勤簿、タイムカード等勤務実態のわかる資料。指導月の２か月又は３か月前） 

② 資格を証する書類（写しでも可） 

③ 個人情報を用いる場合の同意書（利用者の署名等があるもの） 

④ 苦情処理、事故発生時の受付表、ヒヤリハットの記録簿等 

⑤ マニュアル関係 

「緊急時対応」、「非常災害対策」、「衛生管理・感染症等」、「個人情報保護」、 

「苦情（相談）処理」、「事故防止・事故発生時等」、「その他」 

⑥ 研修実施状況のわかる記録（年間研修計画表、研修報告書等） 

⑦ 介護予防・日常生活支援総合事業費明細書 

（国保連請求控 指導月の２か月前分） 

⑧ 請求書又は領収書の控え（指導月の２か月又は３か月前） 

⑨ サービス提供の記録 

⑩ 雇用契約書 

⑪ 就業規則 

⑫ 従業者の経歴書（履歴書など経歴が確認できる書類） 

⑬ 避難訓練実施記録(報告書等) ※通所型サービスのみ 

⑭ 非常災害対策にかかる計画（消防計画等） ※通所型サービスのみ 

⑮ 介護予防サービス計画書、各サービス計画書 

⑯ 利用者基本情報（利用者の心身状況、その置かれている環境、サービスの利用状況等） 

⑰ モニタリング表一式 

⑱ サービス担当者会議の記録 
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3.その他注意事項等 

・ 提出書類は事前に提出してください。（運営指導通知文書に記載の期日までに） 

・ 提示いただく書類等については、必要に応じて写しの提出を求めることがあります。 

・ その他必要に応じて別途資料を求めることがあります。 

・ 個人情報の記載のある書類を提供いただく場合については、運営指導に関することに限り使用し、

他の目的では使用いたしません。 

 

 

※「運営指導時準備書類一覧（総合事業）」については、運営指導実施通知の際に一部内容を 

  する場合があります。 
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No 指導区分 項目 指摘事項

1
事故発生
時の対応
について

運営規程・重要事項説明書で事故発生時の対応について、事故発生時に保険者に連絡すること
の記載がなかった。

2
苦情処理
について

苦情処理の体制及び手順等を事業所の見やすい場所へ掲示していなかった。

3
掲示につ
いて

事業者は、事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、介護支援専門員の勤務の体制その他の
利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項（以下「運営規程等」という。）
を掲示しなければならない。ただし、やむを得ない事情がある場合においては、運営規程等を
不特定多数の者が閲覧することができるようにすることをもって当該掲示に代えることができ
るが、事業所内に運営規程等が掲示されていなかった。

4

内容及び
手続の説
明及び同
意につい
て

事業者は、居宅介護支援の提供の開始に際し、前6月間に事業所において作成された居宅サービ
ス計画の総数のうち訪問介護、通所介護、福祉用具貸与及び地域密着型通所介護（以下「訪問
介護等」という。）がそれぞれ位置付けられた居宅サービス計画の数が占める割合、前6月間に
事業所において作成された居宅サービス計画に位置付けられた訪問介護等ごとの回数のうち同
一の指定居宅サービス事業者又は指定地域密着型サービス事業者によって提供されたものが占
める割合等につき、利用者に説明を行う必要があるが、割合の計算方法に誤りがあった。

5
具体的取
扱方針に
ついて

介護支援専門員は、居宅サービス計画を作成又は変更する場合、サービス担当者会議の開催又
はやむを得ない理由がある場合の担当者に対する照会等により、利用者の状況等に関する情報
を担当者と共有するとともに、当該居宅サービス計画の原案について、担当者から、専門的な
見地からの意見を求めるものとされているが、サービス担当者会議の開催の記録がない事例、
担当者からの意見聴取がなされていない事例、居宅サービス計画の実施状況の把握(以下「モニ
タリング」という。)に当たり、少なくとも一月に1回はモニタリングしなければならないとこ
ろ記録で確認できない事例を確認した。

6
具体的取
扱方針に
ついて

介護支援専門員は居宅サービス計画を変更する場合、居宅サービス計画作成に当たっての一連
の業務を行うことが必要であるが、軽微な変更（サービス提供日時の変更等）に該当しないに
も関わらず、一連の業務を行っていない事例を確認した。

7
具体的取
扱方針に
ついて

月1回のモニタリング記録において、評価にあたる記述が不十分な利用者が見受けられた。

8
具体的取
扱方針に
ついて

居宅サービス計画を作成した際、当該居宅サービス計画を担当者に交付したことが確認できな
い事例が見受けられた。

9
変更の届
出等につ
いて

介護支援専門員について、当初指定時と現在の届出内容が異なるにも関わらず、変更届が提出
されていなかった。

10
記録の整
備につい
て

契約終了した利用者情報を綴ったファイル類が施錠されていない書庫に保管されていた。施錠
の出来る書庫に保管するなど個人情報については、厳重に管理すること。

11
秘密保持
等につい
て

従業者及び従業者であった者に対する秘密保持に係る措置について、事業所の取扱いとして誓
約書を徴収することとしているが、徴収されていることが確認できなかった。

12
特定事業
所加算に
ついて

特定事業所加算の人員配置要件である「専ら指定居宅介護支援の提供にあたる常勤の介護支援
専門員」について、管理者を兼務する介護支援専門員を含んでおり（管理者を兼務する主任介
護支援専門員は可）、算定要件を満たしていなかった。

13

特定事業
所集中減
算につい
て

特定事業所集中減算について、判定期間に作成された居宅サービス計画のうち、訪問介護サー
ビス等が位置付けられた居宅サービス計画の数をそれぞれ算出し、最も紹介件数の多い法人を
位置付けた居宅サービス計画の数の占める割合が８０％を超える場合、指定権者に提出するべ
きところを提出されていなかった。

14
初回加算
について

初回加算について、新規に居宅サービス計画を作成する場合の「新規」は、契約の有無に関わ
らず、過去２月以上、当該事業所において居宅介護支援を提供しておらず、居宅介護支援が算
定されてない場合を指すが、２月以内に居宅介護支援の提供実績があった。

15

入院時情
報連携加
算につい
て

入院時情報連携加算について、利用者に係る必要な情報（入院日、心身の状況、生活環境、
サービスの利用状況）を提供していない事例、ＦＡＸや郵送による情報提供の場合には、先方
が受け取ったことを確認するとともに、確認したことについて居宅サービス計画等に記録しな
ければならないが、確認等をしていない事例を確認した。

16
退院・退
所加算に
ついて

退院・退所加算について、カンファレンス（診療報酬の算定方法（平成20年厚生労働省告示第
59号）別表第一医科診療報酬点数表の退院時共同指導料2の注3の要件を満たす等のもの）の算
定要件を満たしてなかった。

運営指導による文書指摘事項の具体例（居宅介護支援） 

運営指導
人員基準

報酬請求

各事業所におかれましては、指摘事項が当てはまらないかどうか、改めてご確認いただき、自主点検にご活用ください。
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居宅介護支援の加算・減算に係る留意事項について 

 

１．特定事業所加算について 

中重度者や支援困難ケースへの積極的な対応や、専門性の高い人材を確保し、質の高いケアマネ

ジメントを実施している事業所を評価し、地域における居宅介護支援事業所のケアマネジメントの

質の向上に資することを目的とするものです。 

必要な書類の一覧、様式は宇治市ホームページに掲載しています。最新のものをご利用ください。 

 

（１）判定方法 

  特定事業所加算（Ⅰ）～（Ａ）につき、別紙３６または別紙３６－２内「特定事業所加算(Ⅰ)

～(Ａ)に係る届出内容」につき、各項目が該当するかの確認の上、加算の要件を満たしている

か確認してください。 

 

（２）算定要件に係る留意点等 

○提出書類：介護給付費算定に係る体制等に関する進達書（別紙３－２） 

        介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（居宅介護支援）（別紙１－１） 

特定事業所加算(Ⅰ)～(Ⅲ)・特定事業所医療介護連携加算・ターミナルケアマネ

ジメント加算に係る届出書（別紙３６）または特定事業所加算(A)に係る届出書（別

紙３６－２） 

○「法人が運営する指定居宅介護支援事業者と共同で事例検討会、研修会等の実施」について

は、厚生労働省 H30Ｑ＆Ａ（問１３７）より、「市町村や地域の介護支援専門員の職能団体等

と共同して実施した場合も評価の対象である。」とされているため、それを踏まえ本市では、

「勉強会委員として参画した」事業所については「宇治市のケアマネジメントに関する勉強

会への参加」は対象とします。 

○本加算を取得した事業所については、毎月末までに、居宅介護支援における特定事業所加算

に係る基準の遵守状況に関する記録を作成し、２年間保存するとともに、本市の求めがあっ

た場合には、提出しなければなりません。 

 

２．特定事業所医療介護連携加算について 

質の高いケアマネジメントを提供する体制のある事業所が、医療・介護連携に総合的に取り組ん

でいる場合に評価を行うものです。 

 

（１）判定方法 

別紙３６内「特定事業所医療介護連携加算に係る届出内容」につき、各項目が該当するかの確

認の上、加算の要件を満たしているか確認してください。 

 

（２）算定要件に係る留意点等 

  ○提出書類：介護給付費算定に係る体制等に関する進達書（別紙３－２） 

        介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（別紙１－１） 

        特定事業所加算(Ⅰ)～(Ⅲ)・特定事業所医療介護連携加算・ターミナルケアマネ

ジメント加算に係る届出書（別紙３６） 
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３．ターミナルケアマネジメント加算について 

ターミナル期に頻回に利用者の状態変化の把握等を行い、主治の医師等や居宅サービス事業者へ

の情報提供するケアマネ事業所に対する評価を設けることを目的にとするものです。 

 

（１）判定方法 

○終末期の医療やケアの方針に関する意向を把握した、在宅で死亡した利用者（在宅訪問後、

２４時間以内に在宅以外で死亡した場合を含む。）に対して、 

○その死亡日及び死亡日前１４日以内に２日以上、当該利用者またはその家族の同意を得て、

当該利用者の居宅を訪問した場合 

○当該利用者の心身の状況等を記録し、主治の医師及び居宅サービス計画に位置付けた居宅サ

ービス事業者に提供した場合に、算定されます。 

 

（２）算定要件に係る留意点等 

  ○提出書類：介護給付費算定に係る体制等に関する進達書（別紙３－２） 

        介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（別紙１－１） 

        特定事業所加算(Ⅰ)～(Ⅲ)・特定事業所医療介護連携加算・ターミナルケアマネ

ジメント加算に係る届出書（別紙３６） 

    ○利用者または家族の同意について 

    ⇒重要事項説明書等による一律的な同意ではなく、ターミナルケアマネジメントを実施する時

点で、ターミナルケアマネジメントに関する同意（別様式等を定めることにより）をとるこ

とが必要となりますが、状況に応じてお問い合わせください。 

    ○死亡日及び死亡日前１４日以内に２日以上居宅を訪問することについての取り扱い 

⇒死亡日及び死亡日前１４日以内に２日以上居宅を訪問した場合であれば、必ずしも死亡日の

訪問は不要であると考えます。 

○算定に伴う運営規程等の変更が生じる場合は、別途変更届を提出してください。 

 

４．特定事業所集中減算 

特定事業所集中減算とは、毎年度２回、居宅介護支援事業所が作成した居宅サービス計画につい

て判定し、各サービス（訪問介護、通所介護、福祉用具貸与、地域密着型通所介護）について、同

一法人の事業所の割合が８０％を超える場合に、すべての利用者に対して１月につき２００単位を

半年の間減算します。特定事業所集中減算が適用されている期間は、特定事業所加算を算定するこ

とができないためご注意ください。 

 

  （１）判定期間、減算適用期間及び届出期限 

居宅介護支援事業所は、毎年度２回、次の判定期間における当該事業所において作成された

居宅サービス計画を対象として、減算の要件に該当した場合は、次に掲げるところに従い、当

該事業所が実施する減算適用期間の居宅介護支援のすべてについて減算を適用します。 

 

 判定期間 減算適用期間 届出期限 

前期 前年度３月１日～当年度８月末日 当年度１０月１日～当年度３月末日 ９月１５日 

後期 当年度９月１日～当年度２月末日 次年度４月１日～９月末日 ３月１５日 
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（２）判定方法 

事業所ごとに、当該事業所において判定期間に作成された居宅サービス計画のうち、訪問介

護、通所介護、福祉用具貸与又は地域密着型通所介護（以下「訪問介護サービス等」という。）

が位置付けられた居宅サービス計画の数をそれぞれ算出し、訪問介護サービス等それぞれにつ

いて、最もその紹介件数の多い法人（以下「紹介率最高法人」という。）を位置付けた居宅サー

ビス計画の数の占める割合を計算し、訪問介護サービス等のいずれかについて８０％を超えた

場合に減算します。 

（具体的な計算式） 

     事業所ごとに、それぞれのサービスにつき、次の計算式により計算し、いずれかのサービスの

値が８０％を超えた場合に減算します。 

 

     当該サービスに係る紹介率最高法人の居宅サービス計画数÷当該サービスを位置付けた計画数 

 

○８０％を超えた場合 

⇒居宅介護支援事業所に係る特定事業所集中減算届出書（様式１）の提出が必要です。 

○８０％を超える場合で正当な理由がある場合 

⇒（様式１）に加え、正当な理由に関する説明書（様式２）の提出が必要です。 

○８０％を超えない場合 

⇒居宅介護支援事業所に係る特定事業所集中減算届出書（様式１）を作成のうえ、各事業所に

おいて２年間の保存が必要です。 

    ※８０％を超える場合とは、８０．００％ちょうどの場合は該当しません。 

 

  （３）正当な理由の範囲 

判定した割合が８０％を超える場合には、８０％を超えるに至ったことについて正当な理由

がある場合においては、正当な理由に関する説明書（様式２）を本市に提出してください。 

なお、宇治市長が当該理由を不適当と判断した場合は特定事業所集中減算を適用するものと

して取り扱います。正当な理由の例示は（様式２）を参照して下さい。実際の判断に当たって

は、地域的な事情等も含め諸般の事情を総合的に勘案し正当な理由に該当するかどうかを本市

において判断いたします。 

 

（４）その他 

上記の判定により、減算の適用をうける場合（または減算の適用が終了する場合）は、特定事

業所集中減算の届出とは別に、「介護給付費算定に係る体制等に関する進達書（別紙３－２）」及

び「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（居宅介護支援）（別紙１－１－２）」の届出書も併

せて提出をお願いします。 

 

５．運営基準減算 

 

運営基準減算は、居宅サービス計画の作成等に関する運営基準に適合していない場合に適用され

る減算項目で、利用者ごとに減算されます。 

所定単位数の１００分の５０に相当する単位数を減算し、運営基準減算が２月以上継続している

場合には、所定単位数の１００分の１００に相当する単位数を減算します。 
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（１）利用者への事前説明 

居宅介護支援の提供の開始に際し、あらかじめ利用者またはその家族に対し、複数の指定居宅サ

ービス事業者等を紹介するよう求めることができることについて説明を行い、理解を得なければな

りません。併せて、居宅サービス計画に位置付けた指定居宅サービス事業者等の選定理由の説明を

求めることが可能であることについて、説明を行うとともに、理解が得られるよう文書の交付に加

えて、口頭での説明を懇切丁寧に行うことや、それを理解したことについて利用申込者から署名を

得ることが望ましいです。 

また、前６月間に当該居宅介護支援事業所において作成された居宅サービス計画の総数のうちに

訪問介護、通所介護、福祉用具貸与及び地域密着型通所介護（以下「訪問介護等」）がそれぞれ位

置付けられた居宅サービス計画の数が占める割合及び前６月間に当該居宅介護支援事業所におい

て作成された居宅サービス計画に位置付けられた訪問介護等ごとの回数のうちに同一の指定居宅

サービス事業者又は指定地域密着型サービス事業者によって提供されたものが占める割合につき

説明を行い、理解を得るよう努めなければなりません。 

 

（２）居宅サービス計画作成・変更時のアセスメント等 

居宅サービス計画の新規作成及びその変更時のアセスメント等で、下記のいずれかを行っていな

い場合、当該月から当該状態が解消されるに至った月の前月（行わなかった月からすべてを行った

月の前月）まで減算します。 

ア）利用者の居宅を訪問し、利用者及びその家族に面接すること 

イ）サービス担当者会議を開催すること 

ウ）居宅サービス計画原案の内容について、利用者又はその家族に対して説明し、文書により利用

者の同意を得た上で、居宅サービス計画を利用者及びサービス事業所の担当者に交付すること 

 

（３）サービス担当者会議の開催 

下記のいずれかの場合において、サービス担当者会議を開催していない場合は、当該月から当該

状態が解消されるに至った月の前月（サービス担当者会議を開催した前月）まで減算します。 

ア）居宅サービス計画を新規に作成した場合 

イ）要介護認定を受けている利用者が要介護更新認定を受けた場合 

ウ）要介護認定を受けている利用者が要介護状態区分の変更の認定を受けた場合 

 

（４）月１回の訪問、モニタリングの記録 

下記のいずれかを行わなかった場合、特別な事情がない限り、当該月から当該状態が解消される

に至った月の前月（モニタニングを実施した前月）まで減算します。 

ア）１月に１回（テレビ電話装置等を活用するなど、一定の条件を満たす場合は２月に１回）、 

利用者の居宅を訪問し、利用者に面接すること 

イ）モニタリングの結果を毎月記録すること 
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No サービス種別 項目 指摘事項

1
地域密着型サー
ビス共通

地域との
連携につ
いて

運営推進会議の報告、評価、要望、助言等について記録し、公表すること。

2
地域密着型サー
ビス共通

地域との
連携につ
いて

運営推進会議の開催について、宇治市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備
及び運営に関する基準を定める条例（以下市条例）に定める回数を満たすこと。

3
地域密着型サー
ビス共通

事故発生
時の対応
について

サービス提供中の事故等にも関わらず、本市へ報告が行われていない事例が認めら
れた。本市が定める条例の他「介護サービスの提供により事故等が発生した場合の
宇治市への報告に関する要項」に基づき事故等が発生した場合には、速やかに本市
へ連絡すること。

4
地域密着型サー
ビス共通

介護職員
処遇改善
加算につ
いて

介護職員処遇改善加算について、事業所において賃金改善に関する計画、当該計画
に係る実施期間及び実施方法その他の介護職員の処遇改善の計画等を記載した介護
職員処遇改善計画書を作成し、全ての介護職員に周知すること。

5
地域密着型サー
ビス共通

利用料等
の受領に
ついて

共用で使用するシャンプーや洗剤、使い捨て手袋の費用を利用者から徴収している
事例が認められた。利用者の処遇上必要である物は、事業者の負担とすること。

6
地域密着型サー
ビス共通

勤務体制
の確保等
について

職場におけるハラスメントについて、相談に対応する担当者をあらかじめ定めるこ
と等により、相談への対応のための窓口をあらかじめ定めておらず、労働者に周知
されていないことを確認した。

7
地域密着型サー
ビス共通

変更の届
出等につ
いて

事業者は、当該指定に係る事業所の名称及び所在地その他介護保険法施行規則第１
３１条の１３で定める事項に変更があった場合は、１０日以内に、その旨を本市に
届け出ること。

8
地域密着型サー
ビス共通

秘密保持
等

利用者家族の個人情報を用いる場合は、当該家族の同意をあらかじめ文書により得
ること。

9
地域密着型サー
ビス共通

個別サー
ビス計画
の作成に
ついて

長期にわたり、目標が見直されていない事例が認められた。達成が不可能な目標に
ついては見直しを行うなど、利用者の心身の状況、希望及びその置かれている状況
を踏まえて、個別具体的な目標を定めること。

10
地域密着型サー
ビス共通

個別サー
ビス計画
の作成に
ついて

居宅サービス計画と同一の目標が設定されている事例が認められた。「居宅サービ
ス計画で位置付けられた目標達成のため、サービス事業所で行えることは何か。」
という視点を意識して計画を作成すること。

11
地域密着型サー
ビス共通

個別サー
ビス計画
の作成に
ついて

居宅サービス計画が変更されているにも関わらず、個別サービス計画を変更してい
ない事例が認められた。必要に応じて個別サービス計画を見直すこと。

12
地域密着型サー
ビス共通

個別サー
ビス計画
の作成に
ついて

計画作成ごとに適切な手順を経て内容を見直しておらず、期間だけを延長、漫然か
つ画一的なサービス提供となっている事例が認められた。利用者の心身の状況、希
望及びその置かれている状況を踏まえて、自立支援を意識した計画変更を行うこ
と。

13
地域密着型サー
ビス共通

個別・居
宅・施設
サービス
計画の作
成につい

利用者の同意を得なければならないところ、家族の同意のみが確認された。

14
地域密着型サー
ビス共通

施設・居
宅サービ
ス計画の
作成につ
いて

区分変更申請の結果が出るまでの間、計画を作成していない事例が認められた。区
分変更申請時は、暫定プランを作成し、区分変更の結果の内容により、本プランに
するか再作成するかを判断すること。
→暫定プランの取扱いについては、「宇治市　介護報酬算定等に係るQ&A（事業所
向け）【居宅介護支援】」を参照。

15
地域密着型サー
ビス共通

掲示につ
いて

最新の運営規程等が掲示されていなかった。

16
地域密着型サー
ビス共通

記録の整
備につい
て

事業者は、サービスを提供した際には、提供した具体的なサービスの内容等を記録
する等整備しなければならないが、記録が適切に残されていなかった事例が散見さ
れた。

地域密着型サービス事業者等運営指導による文書指摘事項の具体例

各事業所におかれましては、指摘事項が当てはまらないかどうか、改めてご確認いただき、自主点検にご
活用ください。
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No サービス種別 項目 指摘事項

17
地域密着型サー
ビス共通

「認知症
高齢者の
日常生活
自立度」
の決定方
法につい
て

日常生活自立度の決定にあたっては、医師の判定結果又は主治医意見書を用い、複
数ある場合は最も新しい判定を用いるものとする。（判定結果等を入手した日では
なく、医師の判定日を基準とする。）

18
地域密着型サー
ビス共通

事業所設
備につい
て

事業所内の利用者の手の届く場所に利用者の個人情報が保管されていることを確認
した。

19
定期巡回・随時
対応型訪問介護
看護

サービス
の具体的
取扱方針
について

サービスの提供に当たり利用者から合鍵を預かる場合には、その管理を厳重に行う
とともに、管理方法、紛失した場合の対処方法その他必要な事項を記載した文書を
利用者に交付しなければならない。

20
地域密着型通所
介護

地域密着
型通所介
護計画に
ついて

作成にあたり、その内容について利用者又はその家族に対し説明し、利用者の同意
を得た上で、当該計画を利用者に交付しなければならないが、サービスの提供開始
後に説明、同意、交付がされている事例が認められた。

21
地域密着型通所
介護

地域密着
型通所介
護計画に
ついて

地域密着型通所介護計画の「目標達成度」欄について、当該計画作成時点で今後の
利用についての評価がすでに記載されている事例が認められた。

22
地域密着型通所
介護

地域密着
型通所介
護計画に
ついて

指定地域密着型通所介護の提供にあたっては、利用者の心身の状況、その置かれて
いる環境、他の保険医療サービス又は福祉サービスの利用状況等の把握に努めるこ
と。

23
地域密着型通所
介護

個別機能
訓練加算
について

機能訓練指導員等が居宅を訪問し、個別機能訓練計画を作成、その後3月に1回以上
居宅を訪問し、利用者の居宅での生活状況を確認した上で、個別機能訓練計画の進
捗状況等を説明し、必要に応じて個別機能訓練計画の見直し等を行っていない事例
が認められた。

24
地域密着型通所
介護

個別機能
訓練加算
について

個別機能訓練計画の同意が得られる前に、当該加算を算定している事例が認められ
た。

25
地域密着型通所
介護

個別機能
訓練加算
について

個別機能訓練計画を、機能訓練指導員等が共同して作成したことがわからない事例
が認められた。

26
認知症対応型通
所介護

生活相談
員の配置
について

サービスの提供日ごとに、サービスを提供している時間帯に生活相談員が勤務して
いる時間数の合計数を当該サービスを提供している時間帯の時間数で除して得た数
が1以上となるよう、確保していない事例が認められた。

27
認知症対応型通
所介護

認知症対
応型通所
介護費の
算定につ
いて

認知症対応型通所介護費の算定に当たっては、現に要した時間ではなく、認知症対
応型通所介護計画に位置付けられた内容のサービスを行うための標準的な時間（所
要時間）で、所定単位数を算定しなければならないが、所要時間について認知症対
応型通所介護計画に位置付けられていない事例が認められた。

28
認知症対応型通
所介護

認知症対
応型通所
介護費の
算定につ
いて

単に当日のサービスの進行状況や利用者の家族の出迎え等の都合で、当該利用者が
通常の時間を超えて事業所にいる場合はサービスが提供されているとは認められな
いものである。当日に延長の申し出があり、認知症対応型通所介護計画に位置付け
られていないにもかかわらず当初計画に位置付けられた所要時間に応じた単位数以
上の算定を行った事例が認められた。

29
認知症対応型通
所介護

認知症対
応型通所
介護計画
の作成に
ついて

認知症対応型通所介護計画は、居宅サービス計画の内容に沿って作成すること。

30
認知症対応型通
所介護

算定基準
について

認知症対応型通所介護計画にサービス提供時間には含められない理美容に要した時
間を含め、誤った区分で算定している事例が認められた。
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No サービス種別 項目 指摘事項

31
認知症対応型通
所介護

社会生活
上の便宜
の提供等
について

利用者又はその家族から書面等をもって事前に同意を得ずに、金銭管理を行ってい
る事例が認められた。

32
（看護）小規模
多機能型居宅介
護

介護支援
専門員に
ついて

認知症対応型共同生活介護事業所の計画作成担当者は、利用者の処遇に支障がない
場合は、当該事業所における他の職務に従事することができるが、併設する小規模
多機能型居宅介護の介護支援専門員を兼務している事例が認められた。

33
（看護）小規模
多機能型居宅介
護

居宅サー
ビス計画
の作成に
ついて

　以下の項目を確認した。
（１）アセスメントを居宅で実施していない事例を認めた。
（２）アセスメントの実施の記録がない計画が散見された。

34
（看護）小規模
多機能型居宅介
護

（看護）
小規模多
機能型居
宅介護計
画等の作
成等につ
いて

　以下の項目を確認した。
（１）他の従業者との協議が確認できない事例が認められた。
（２）当該計画の実施状況及び利用者の様態の変化等の把握並びに目標の達成状況
の評価を行い、必要に応じて計画の変更を実施していない事例が認められた。
（３）目標を達成するための具体的なサービスの内容等が記載されていない計画が
散見された。
（４）介護支援専門員が、居宅サービス計画と小規模多機能型居宅介護計画の連動
性や整合性について確認していない。

35
（看護）小規模
多機能型居宅介
護

利用料等
の受領に
ついて

洗濯代について、事業所の基準で一律に徴収しており、利用者に負担させることが
適当と認められない事例が認められた。

36
認知症対応型共
同生活介護

利用料等
の受領に
ついて

事業者の負担により介護サービスの一環として提供すべき防水シーツを利用者負担
で購入している事例が認められた。

37
認知症対応型共
同生活介護

身体的拘
束等の禁
止等につ
いて

センサーマットの設置について以下の項目を確認した。
（１）家族等への説明の記録がない。
（２）従業員間での検討結果の記録がない。

38
認知症対応型共
同生活介護

認知症専
門ケア加
算につい
て

認知症専門ケア加算の対象者の割合の算定にあたり、届出日の属する月の前3月の
各月末日時点での入所者の平均で算定を判断すること。

39
認知症対応型共
同生活介護

入院時費
用につい
て

「入院後3月以内に退院することが明らかに見込まれるとき」に該当するか否か
は、利用者の入院先の病院又は診療所の当該主治医に確認するなどの方法により判
断しなければならないが、入院先と連絡を取り合った記録が無く、3月以内の退院
が見込まれていたのかについて確認できない事例が認められた。

40
認知症対応型共
同生活介護

入院時費
用につい
て

1回の入院で月をまたがる場合は、最大で12日分の算定が可能であるが、連続して
またがっていない入院について12日分算定している事例が認められた。

※3月23日から入院、翌24日から29日までの6日分については算定可であるが、連続
して月を跨がないため、4月～については算定不可。

41
認知症対応型共
同生活介護

医療連携
体制加算
について

当該加算は、重度化した場合の対応に係る指針を定め、入居の際に、利用者又はそ
の家族等に対して当該指針の内容を説明し、同意を得なければならないが、入居後
に同意を得、当該加算を算定している事例が認められた。

42
認知症対応型共
同生活介護

医療連携
体制加算
について

当該加算は、看護師と常に連携し、必要なときにグループホーム側から看護師に医
療的対応等について相談できるような体制をとることを求めているが、看護師によ
り24時間連絡できる体制が不十分である事例が認められた。

43
認知症対応型共
同生活介護

医療連携
体制加算
について

看護師を配置することによって、日常的な健康管理を行っていることの記録が不十
分である事例を確認した。

44
認知症対応型共
同生活介護

看取り介
護加算に
ついて

看取りに関する指針を定め、入居の際に、利用者又はその家族等に対して、当該指
針の内容を説明し、同意を得ていないにも関わらず、当該加算を算定している事例
が認められた。

45
認知症対応型共
同生活介護

看取り介
護加算に
ついて

看取りの指針について、医師、看護職員、介護職員、介護支援専門員その他の職種
の者による協議の上、適宜見直しを行わなければならない。見直しが実施された際
の協議の記録（協議の参加者、内容等）がわかる記録を残すこと。
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No サービス種別 項目 指摘事項

46
認知症対応型共
同生活介護

看取り介
護加算に
ついて

以下の項目を確認した。
（１）医師が一般に認められている医学的知見に基づき回復の見込みがないと診断
していないにも関わらず、当該加算の算定を開始している事例を認めた。
（２）看取り介護に係る計画が作成されていない。
（３）利用者の状態又は家族の求め等に応じ随時、医師等の相互の連携の下、介護
記録等利用者に関する記録を活用し行われる介護についての説明をし、同意を得た
ことの記録が残されていなかった。
（４）利用者に関する記録を活用した説明資料を作成していない。
（５）看取りに関する指針について、盛り込むべき内容が不足している。

47 介護予防支援

会計の区
分につい
て

事業者は、介護予防支援の事業の会計とその他の事業の会計を区分しなければなら
ないが、その他のサービスと一括した会計処理がされており、事業ごとに区分され
ていない事例が認められた。

48 介護予防支援

具体的取
扱方針に
ついて

介護予防サービス計画の変更については、計画の実施状況の把握（利用者について
の継続的なアセスメントを含む。）から計画の変更内容について利用者又はその家
族に対して説明し、文書により利用者の同意を得て計画書の交付を行うなどの一連
の流れの手続きを行わなければならないが、一連の流れの手続きを行わず、同意も
得ないまま計画書のみが変更されている事例が認められた。

49 介護予防支援

具体的取
扱方針に
ついて

介護予防サービス計画に位置付けた期間が終了する際には、当該計画の目標の達成
状況について評価する必要がある。また、更新申請の認定結果が認定期間内に出な
かったケースについて、介護予防サービス計画の目標の達成状況の評価を行い、暫
定プランを作成しなければならないが、作成されていない事例が認められた。

50 介護予防支援

具体的取
扱方針に
ついて

介護予防サービス事業者等は、モニタリングに関する結果を1月に1回は記録する必
要があるが、適切に実施していない事例が認められた。

51 介護予防支援

具体的取
扱方針に
ついて

特定介護予防福祉用具の購入にあたっては、担当職員が介護予防サービス計画に特
定介護予防福祉用具販売を位置付け、その利用の妥当性を検討し、当該計画に特定
介護予防福祉用具販売が必要な理由を記載しなければならないが、当該計画に位置
付けを行わないまま購入している事例が認められた。

52 介護予防支援

従業員の
員数につ
いて

事業者は、事業所ごとに条例で定める員数以上の介護予防支援の提供に当たる必要
な数の保健師その他の介護予防支援に関する知識を有する職員を置かなければなら
ないが、事業所で使用している出勤簿には、勤務時間の記入がなく出勤日の押印の
みであり、人員基準の確認が不十分である事例が認められた。勤務時間が明確に確
認できる記録を残すこと。

53

総合事業
（通所介護相当
サービス・訪問
介護相当サービ
ス）

秘密保持
等につい
て

事業者は、サービス担当者会議等において、利用者及び家族の個人情報を用いる場
合はその同意を、あらかじめ文書により得ておかなければならないが、当該家族の
同意を得られていない事例が認められた。

54

総合事業
（通所介護相当
サービス・訪問
介護相当サービ
ス）

会計の区
分につい
て

事業者は、事業所ごとに経理を区分するとともに、通所介護相当サービス（訪問介
護相当サービス）の事業の会計とその他の事業の会計を区分しなければならない
が、支出について、その他のサービスと一括した会計処理がされており、事業ごと
に区分されていない事例が認められた。
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№ 項目 取り扱い（回答） 参考

1
個人情報の取扱い
に関する同意等に
ついて

事業者は、サービス提供の開始に際し、あらかじ
め、利用申込者又はその家族に対し、利用申込者が
サービスを選択するために必要な重要事項につい
て、文書を交付して懇切丁寧に説明を行い、サービ
スの提供を受けることにつき同意を得なければなら
ないとされている。したがって、重要事項説明書の
同意は、あくまでサービス提供を受けることに対す
る同意であるため、「個人情報の利用に関する同
意」や「肖像権の使用に関する同意」については、
重要事項説明書とは別に得る必要がある。
⇒しかし、契約の際にできるだけ同意を一つにまと
めて利用者やその家族の負担軽減を図るという観点
から、単に重要事項説明書の中に個人情報の利用に
関することなどを記載するだけでなく、同意欄の文
言に、本来個別に同意を得る必要のある項目に対し
て同意をしたことが分かるように、一項目ずつ記載
することで、それぞれの同意を得たとみなすことと
する。
※書式の参考例がありますので、個別にご相談くだ
さい。

2
食事の提供に要す
る費用について

「食事の提供に要する費用」については、食材料費
及び調理に係る費用に相当する額を基本としなけれ
ばならないため、人件費などを含めて徴収すること
はできない。

「居住、滞在及び宿泊並
びに食事の提供に係る利
用料等に関する指針」
（平成17年9月7日 厚生労
働省告示第419号）参照

3
「その他の日常生
活費」の範囲につ
いて

「その他の日常生活費」は、提供される便宜のう
ち、日常生活においても通常必要となるものに係る
費用であって、その利用者に負担させることが適当
と認められるもの。
「その他の日常生活費」の受領については、利用者
等又はその家族等に事前に十分な説明を行い、その
同意を得なければならない。
「その他の日常生活費」の受領は、その対象となる
便宜を行うための実費相当額の範囲内で行われるべ
きものであること。

「通所介護等における日
常生活に要する費用の取
扱いについて」（平成12
年3月30日老企第54号）

4

施設入所日の入所
前及び退所後にお
ける居宅サービス
の算定について

「【居宅介護支援】介護報酬算定等に係るQ＆A」別
表2参照のこと。

5
居宅サービス等利
用中の算定につい
て

「【居宅介護支援】介護報酬算定等に係るQ＆A」別
表2参照のこと。

6
食事の配達サービ
スについて

「その他の日常生活費」の対象となる便宜と保険給
付対象サービスが重複する場合は、介護保険外サー
ビスとして費用を徴収することはできない。
（看護）小規模多機能型居宅介護では、訪問サービ
スは身体介護に限られないため、登録者宅を訪問し
て見守りの意味で声かけ等を行った場合でも、訪問
サービスとなる。よって、介護職員として配達する
以上は、必然的に見守りとなるため、配達サービス
の料金を徴収することはできない。

地域密着型サービス事業その他留意事項 及び 運営指導指摘事項に係るQ&A 
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№ 項目 取り扱い（回答） 参考

地域密着型サービス事業その他留意事項 及び 運営指導指摘事項に係るQ&A 

7

（看護）小規模多
機能型居宅介護に
おける、洗濯代に
ついて

洗濯は、基本は訪問サービスで実施すべきである
が、アセスメントの結果自宅での洗濯が不可能であ
ると判断された場合、共に行う、自立支援としての
洗濯（洗濯の工程を細分化し、出来るところはして
もらう。）を検討し、ケアプランに位置付けること
が必要となる。通いや、泊まりの際に介護職員が自
立支援のために一緒に洗濯をし、水道、電気代等の
実費相当額分が洗濯代として徴収可である。（料金
を取る取らないは事業所の判断。）また、介護職員
ではなく洗濯や掃除専門の職員がおり、洗濯を実施
するのであれば、サービスに関係の無い実費として
徴収が可。

・「通所介護等における
日常生活に要する費用の
取扱いについて」（平成
12年3月30日老企第54号）
・「「その他の日常生活
費」に係るQ&A」（平成12
年3月31日厚生省老人保健
福祉局介護保険制度施行
準備室事務連絡）問6

8

（看護）小規模多
機能型居宅介護事
業所における通
院・外出介助につ
いて

令和5年6月9日付事務連絡「（看護）小規模多機能型
居宅介護事業所における通院・外出介助について
（通知）」参照のこと。

9

（看護）小規模多
機能型居宅介護の
宿泊サービスの長
期利用について

通いサービスを中心とした、弾力的なサービス提供
が基本であり、宿泊サービスの上限は設けず重度の
者であれば、運営推進会議に報告し、評価を受ける
ことを前提としてほぼ毎日宿泊することも考えられ
るが、他の利用者の宿泊に対応できないような状況
になれば、他の利用者が適切にサービスを利用でき
るよう調整を行うことが必要となる。
また、長期の宿泊と通いの取扱いが続くようであれ
ば、在宅生活が継続されているとは言えず、（看
護）小規模多機能型居宅介護サービスの利用を見直
す必要がある。

・「指定地域密着型サー
ビスの事業の人員、設備
及び運営に関する基準」
（平成18年3月14日厚生労
働省令第34号）第86条

10
離床センサーの使
用について

離床センサー（センサーマット、センサーコール、
赤外線センサー等）の使用が身体的拘束等に該当す
るかどうかは、離床センサーの使用が利用者の「行
動したい」という意思と自己の尊厳を損なうことに
ならないか、という観点から考えるべきであり、一
律に判断はできない。
例えば、利用者の行動欲求を満たすために離床セン
サーを使用しているのであれば、利用者が安全に移
動することを支援する目的での使用になっているた
め、身体的拘束等には該当しないと言える。
ただし、その場合であっても、離床センサーの使用
については、その意図によっては身体的拘束等にあ
たる危険性があるため、下記のとおり対応をするこ
と。
①家族等への説明の記録（口頭で確認した場合は、
サービス担当者会議の要点、支援経過記録等に記録
を残しておくこと）
②離床センサーを外すことができないかスタッフ間
で定期的に検討している記録を残すしておくこと。

11

認知症対応型共同
生活介護における
福祉用具の費用負
担について

平成26年2月3日付事務連絡「認知症対応型共同生活
介護（グループホーム）における福祉用具の費用負
担について（通知）」参照のこと。
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№ 項目 取り扱い（回答） 参考

地域密着型サービス事業その他留意事項 及び 運営指導指摘事項に係るQ&A 

12
介護支援専門員の
変更届について

介護支援専門員を変更する場合、計画作成担当者や
介護支援専門員の職務に当たっていない介護職員や
看護職員等についても、介護支援専門員の資格を有
する職員については、全員届出を行うこと。

13
図面の変更につい
て

事業所の建物の構造、専用区画等の変更について
は、事前に本市と協議を行い、了承を得た上で手続
きを行うこと。

14

個別機能訓練加算
に係る個別機能訓
練計画の目標設定
について

長期目標は生活機能の構成要素である体や精神の働
きである「心身機能」、ADL・家事・職業能力や屋外
歩行といった生活行為全般である「活動」、家庭や
社会で役割を果たすことである「参加」をバランス
よく含めて設定することが求められる。
具体的には、利用者が住み慣れた地域で居宅におい
て可能な限り自立して暮らし続けることができるよ
う、単に座る・立つ・歩くといった身体機能の向上
を目指すことのみを目標とするのではなく、居宅に
おける生活行為（トイレに行く、自宅の風呂に１人
で入る、料理を作る、掃除・洗濯をする等）や地域
における社会的関係の維持に関する行為（商店街に
買い物に行く、囲碁教室に行く、孫とメールの交換
をする、インターネットで手続きをする等）等、具
体的な生活上の行為の達成を含めた目標とするこ
と。

15

（看護）小規模多
機能型居宅介護事
業所での訪問診療
について

医療保険における在宅患者訪問診療料等は、（看
護）小規模多機能型居宅介護を受けている者につい
ては、宿泊サービスの利用前３０日以内に患家を訪
問し、在宅患者訪問診療料等を算定した保健医療機
関の医師が診察した場合に限り算定可能である。た
だし、保健医療機関の退院日から宿泊サービスの利
用を開始した患者については、当該サービス利用開
始前の在宅患者訪問診療料等の算定に関わらず、退
院日を除き算定できる。（末期の悪性腫瘍以外の患
者においては、宿泊サービス利用開始後３０日まで
の間に限る。）
こちらの取扱いは、宿泊サービス利用中に限るた
め、事業所の宿泊サービスの時間帯のみ算定可であ
る。つまり、宿泊サービスの長期利用者の場合、宿
泊期間全てでは無く、事業所ごとに定めている宿泊
サービスの時間帯のみが対象となる。
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№ 項目 取り扱い（回答） 参考

地域密着型サービス事業その他留意事項 及び 運営指導指摘事項に係るQ&A 

16

（看護）小規模多
機能型居宅介護に
おける、総合マネ
ジメント体制強化
加算（Ⅰ）の算定
根拠について

総合マネジメント体制強化加算（Ⅰ）における「地
域住民等、他の指定居宅サービス事業者が当該事業
を行う事業所、他の指定地域密着型サービス事業者
が当該事業を行う事業所等と共同での事例検討会、
研修会等」については、宇治市多機能型連絡会を含
めるが、単なる参加ではなく、連絡会幹事として参
画した場合に要件を満たすものとする。「どのよう
な形で参画しているか」が記録等で確認できるよ
う、事業所として適切に記録を残すこと。

・令和6年3月15日　介護
保険最新情報Vol.1225
問147

17
管理者の兼務に係
る留意事項につい
て

管理者の兼務については、当該事業所の管理業務に
支障がないときに認められているが、以下の管理者
として行うべき業務ができていない場合は「事業所
の管理業務に支障がない」とは言えないため、留意
すること。
① 従業者の管理及び利用の申込みに係る調整、業務
の実施状況の把握その他の管理を一元的に行うこと
②従業者に運営基準等の規定を遵守させるため必要
な指揮命令を行うこと
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事 務 連 絡 

令和 5年 6月 9日 

 

宇治市内各 

（看護）小規模多機能型居宅介護事業所 管理者 様 

 

                       宇治市健康長寿部         

介護保険課長 久泉 昭人 

 

 

（看護）小規模多機能型居宅介護事業所における通院・外出介助について（通知） 

 

 

 平素は、本市の介護保険事業にご協力をいただきありがとうございます。 

 さて、標記の件につきましては、集団指導の資料にて考え方を示してきたところです

が、問い合わせの多いことから、別紙のとおり整理しましたので、ご確認頂き、適切な運

営に努めてください。 

 介護保険制度が市民の皆様の保険料及び税金で賄われている公的サービスであること

や、各事業者におかれては、サービス提供の必要性に係る説明責任があることに留意し、

今後も引き続き適切なケアマネジメントを実施していただくようお願いします。 

 

 

〒611-8501 

宇治市宇治琵琶 33番地 

宇治市役所 健康長寿部 

介護保険課 給付係 西村・小原・古田・熊野 

TEL：0774-20-8781 

FAX：0774-21-0406 

e-mail：kaigohokenka@city.uji.kyoto.jp 
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（看護）小規模多機能型居宅介護事業所における通院・外出介助について 

 

・通院・外出介助について 

通院・外出介助については、（看護）小規模多機能型居宅介護の訪問サービスに含まれる

ものであるため、介護保険外サービスとして利用者負担とすることは妥当ではありません。 

ただし、通院・外出介助が、アセスメント・課題分析の結果、ケアプランにその必要性が

位置付けられていない（＝自立支援の観点から保険給付対象と判断できない）場合は、介護

保険外サービスとして、実費相当額を「その他の日常生活費」として徴収することができま

す。（協力医療機関への緊急やむを得ない場合の受診を除く。）その場合、利用者又は家族に

対し事前に説明し文書により利用者の同意を得ることが必要です。また、事業所の介護従業

者が付き添う場合は、その介護従業者を除き人員基準を満たす必要があります。 

 また、通院・外出介助の必要性がありながら、意図的にケアプランに位置付けない行為は

指導の対象となりますのでご注意ください。 

 

※協力医療機関は、利用者の病状の急変等に備えるため、あらかじめ定めておく医療機関で

あり、同じ医療機関であっても、それ以外の目的での通院（定期受診、検査等）は協力医療

機関以外として考えてください。 

※事業所の車両を使用してサービス提供を行う場合、道路運送法等関係法令に抵触しない

よう、所管機関へ確認の上、適切なサービス提供を行ってください。（介護報酬の解釈 2指

定基準編 P82～ 「介護輸送に係る法的取扱いについて」（H18.9.29 厚生労働省老健局振

興課）） 

 

・院内介助について 

 原則、介護報酬の算定対象とはならず、介護保険外サービスとして実費相当額の範囲で徴

収することができます。その場合、利用者又は家族に対し事前に説明し文書により同意を得

ることが必要です。 

なお、事業所の介護従業者が付き添う場合は、その介護従業者を除き人員基準を満たす必

要があります。 

 ただし、「訪問介護サービス提供の考え方について～院内介助に対する考え方～」（R4 年

度集団指導資料 P282～）を参考にし、一連の行為を適切に実施、ケアプランにその必要性

が位置付けられた場合は、介護報酬の算定の対象となる場合があります。 

 

 

別紙 
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事 務 連 絡 

平成26年2月3日 

宇治市内  

認知症対応型共同生活介護事業所 管理者 様 

 

                    宇治市介護保険課  

                      

 

認知症対応型共同生活介護（グループホーム）における 

福祉用具の費用負担について（通知） 

 

平素は、本市の介護保険事業にご協力をいただき深く感謝申し上げます。 

現在、宇治市では、介護保険法第23条、第78条の７に基づき実地指導を行っている

ところです。その中で、福祉用具を必要とする利用者が、福祉用具に係る費用を負担

している事例を複数の事業所にて確認しました。 

このことを受けて、厚生労働省及び京都府に確認した上で、本市で検討した結果、

今後は下記の取扱いとすることとしたので、通知します。 

下記の取扱いをご確認いただき、貴事業所において該当する事例がある場合につき

ましては、今後の運営で見直しを行っていただき、事業者の負担により介護サービス

の一環として提供していただきますようお願いします。 

また、併せて利用者負担とすることが妥当でない利用料について、整理を行いまし

たので、別紙にてご確認ください。 

  ご不明な点があれば、下記まで個別にご相談ください。 

 

記 

今後の取扱い 

 認知症高齢者グループホームの入居者が、福祉用具を利用するに当たっては、介

護支援専門員等を中心に行われる総合的なアセスメントの結果、利用者の処遇上、

車いすや介護ベッド等の福祉用具が必要と判断した場合は、事業者の負担により介

護サービスの一環として提供することになります。介護報酬に含まれるという考え

方となりますので、利用者負担とすることは妥当ではありません。 

なお、利用者や家族の希望で利用する場合は、個人の負担となりますが、利用者等

と費用負担について協議し、その結果を文書で保存するようにしてください。 

 

 

宇治市介護保険課 給付係  

                                       〒611-8501 宇治市宇治琵琶33  

電話 0774-20-8731（直通） 
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（別紙） 

 

認知症対応型共同生活介護（グループホーム）において 

利用者負担とすることが妥当でない利用料 

 

認知症高齢者グループホームは、利用者から「その他の日常生活費」を徴収するこ

とができます。ただし、対象となる便宜と保険給付対象サービスが重複しないことが

必要です。下記のような料金については、介護報酬に含まれていますので、利用者負

担とすることは妥当ではありません。なお、この考え方については、厚生労働省及び

京都府に確認をしています。 

 

（１）協力医療機関等への通院介助料（人件費）、タクシー代等の交通費、駐車場代 

（２）共用で使用する洗剤やトイレットペーパー 

（３）介護のために必要なプラスチックグローブ 

（４）居宅療養管理指導以外の他の介護保険サービス費用 

（５）外泊・入院期間中の食材料費 

（６）あいまいな名目によるその他利用料 

（７）利用者の処遇上必要になった福祉用具の利用料金（個人の希望で利用する場合

を除く） 

 

  福祉用具の費用負担について 

   認知症高齢者グループホームの入居者が、福祉用具を利用するに当たって

は、介護支援専門員等を中心に行われる総合的なアセスメントの結果、利用者

の処遇上、車いすや介護ベッド等の福祉用具が必要と判断した場合は、事業者

の負担により介護サービスの一環として提供することになります。 

なお、利用者や家族の希望で利用する場合は、個人の負担となりますが、利

用者等と費用負担について協議し、その結果を文書で保存するようにしてくだ

さい。 
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事 務 連 絡 

平成３０年９月２６日 

 

 

 

 

 

宇治市健康長寿部     

介護保険課長 夜久 信雄 

 

 

 

宇治市地域密着型サービス（GH・地域密着型特養）利用に係る居住要件の 

一部変更について（通知） 

 

 

 

平素は、宇治市の介護保険事業運営につきまして格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げ

ます。 

さて、本市では、地域密着型サービス（GH・地域密着型特養）の円滑な利用及び適正な

運営の確保を目的とし、他市町村からの転入者に係る取り扱いについて基本的な方針（居住

要件）を定めていますが、この度、別紙のとおり一部変更を行いましたのでお知らせします。 

つきましては、別紙を確認の上、適正な運営に努めていただきますようお願いします。 

ご不明な点があれば、下記担当者までご相談ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宇治市 健康長寿部 介護保険課 給付係 

（担当）古田・石垣・小谷野 

〒611-8501 宇治市宇治琵琶 33番地 

（TEL）0774-20-8731（直通） 

（FAX）0774-21-0406（直通） 
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宇治市地域密着型サービス（GH・地域密着型特養）利用に係る居住要件について 

 

 

（１）居住要件の内容 

① 地域密着型サービスのうち、居住系のサービスであるグループホーム及び地域

密着型特養への入所については、原則転入から６月間の居住要件を定める。 

     （ただし、宇治市に住所を有し、かつ、居住している親族の住所地へ転入した

場合を除く） 

 

※ ６月の算定方法：転入者の要介護認定の有効期間の考え方に合わせる 

⇒転入日から月末までと６月間 

（月の初日の転入の場合はその月から６月間） 

 

② 居住要件を満たしていない被保険者が入所を希望される場合については、本市

との協議、及び入所が必要な理由等を確認した上で、個別に判断する。 

 

（２）実施日 

   平成３０年１０月１日から実施 

 

 

 

【一部改正の概要】 

原則転入から６月間の居住要件を定めていますが、宇治市に住所を有し、かつ、居住し

ている親族の住所地へ転入した場合には、居住要件を満たす必要はないこととします。 
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介護保険制度外のその他利用料にかかる留意点 
● 基本的な考え方 

① その他利用料は、一律に徴収するのではなく、利用者又はその家族等の自由な選

択・希望に基づき当該サービスを提供した場合に徴収できる。 

②  保険給付の対象となっているサービスとの間に重複関係があるその他利用料は徴

収できない。 

③ あいまいな名目によるその他利用料は徴収できない。 

④  その他利用料の額については、原価の積算を必要とするようなものではないが、

利用者等から説明を求められた際に説明できるようにしておく必要がある。 

⑤  その他利用料のサービスを提供した際の当該利用料の受領に係る同意について

は、文書により行う必要があり、重要事項説明書の末尾に、“希望してサービスの利

用を受けた場合に、当該サービスの利用料を支払うことに同意する”旨を記載し、

同意の署名等を受ける、もしくは、別途サービス内容及び費用の額を明示した文書

に利用者等に署名を受けることにより同意を得る必要がある。 
 ※ ①～④はＨ１２．３．３０付け老企第５４号に記載、⑤はＨ１２．１１．１６付け老振

第７５号、老健第１２２号に記載 

   また、「「その他の日常生活費」に係るＱ＆Ａについて」（平成１２年３月３１日

付け事務連絡（令和７年２月１３日に一部改正））を確認してください。 

※上記一部改正は、Wi-fi等の通信設備の利用料の徴収を可能とするものです。 

● 具体的な問題事例 

○  身の回り品として日常生活に必要なものを事業者が提供する場合に係る費用の積

算根拠として、本来施設が負担すべき、娯楽室等に備えている新聞や雑誌、トイレ

ットペーパー（個室に係るものを含む）、清拭タオル等を内容としている事例 

 〔施設及び通所〕 

    → 積算根拠の適正な内容への見直しが必要 

○  通院送迎は施設サービスの一環として行うものであり、それに要する費用を徴収

していた。〔介護老人福祉施設及び短期入所生活介護〕 
  ※送迎や付添も含め約１日程度時間がかかる場合はその交通費について実費相当を徴収す 

ることは可能（運営規程等への明記、利用者の同意が必要。） 

○  本来、サービスの一環として施設が負担すべき次の経費を徴収していた。 

 〔施設、短期入所及び通所〕 

   ・傷の手当等に使用するガーゼ代 

   ・嚥下困難な入所者に対し、食事及び水分補給時に使用する増粘剤に要する経費 

    ・褥創予防用のエアマットの利用料（電気代を含む。） 

    ・身体拘束用の介護衣（つなぎ服）の使用料 

    ・おむつ交換時等に感染予防等のために使用する手袋（ディスポを含む。） 

    ・臭気対策として使用する消臭剤代、消臭効果のある食品代 

    ・入浴介助に使用するバスタオル代 

    ・水道光熱費、防水シーツ  

    ・レントゲン撮影等による健康診断に係る費用   

    ・通常の事業の実施地域内における送迎費用  など 

○  あいまいな名目による費用を徴収していた。〔施設、短期入所及び通所〕 

   ・付加管理料、アメニティ料 

○  おむつに係る費用を徴収していた。〔施設、短期入所〕 

    ・リハビリパンツ、おむつカバー、尿取りパット  

● 京都府の指導（返還） 

その他利用料について、実地指導の際に上記の不適切な事例が確認された場合は

過去に遡って利用者への返還を指導するとともに、上記事例から不適切な徴収と類

推できる利用料についても、同様に遡っての返還を指導する。 

 

参考

※「令和7年度　介護保険サービス事業者集団指導資料（京都府）」より
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宇治市　介護報酬算定等に係るQ&A（事業者向け）

　【居宅介護支援・（看護）小規模多機能型居宅介護】 （最終更新日　令和7年8月5日）

※ショートステイに関する項目については、（看護）小規模多機能型居宅介護を除きます
No. 項目 質問 回答 掲載日

1 ケアプランの作成日

第1表の「居宅サービス計画作成（変
更）日」は、利用者の同意を得た日を
記載するのか。
当社ではパソコンでケアプランを作成し
ており、プログラム上当該欄には印刷し
た日が自動的に印字されようになって
いる。この場合、プログラムを変更する
必要があるのか。

「居宅サービス計画作成（変更）日」は、利用者又は家族へ説明を行
い、利用者の同意を得た日付を記載する。介護支援専門員が計画
を作成した日付は原案作成日であることを留意されたい。

なお、プログラム上に原案作成日等が印刷される場合は、手書き修
正で差し支えない。

R2.7.6

2 サービス担当者会議
運営基準上、必須の参加者はどの範
囲か。

担当のケアマネジャーおよび第2表に位置づけたすべての指定サービ
ス事業所の担当者である。
そのため、例えば2つの訪問介護事業所を位置づけている場合は、
各々の事業所の担当者を招集する必要がある。

R2.7.6

3 サービス担当者会議

9月末で認定期間が満了し、10月1日
から更新となる。また、9月中にサービ
ス種類の増減があった。
サービス担当者会議について、更新に
伴うものと、サービス種類の増減に伴う
ものの2回開催する必要があるのか。

サービス担当者会議では、ケアプランの原案の内容について、居宅
サービスの担当者から、専門的な見地からの意見を求める必要があ
る（質問の場合は、更新に伴う10月以降のプランと、サービス種類の
増減に伴う9月までのプラン）。一方、サービス担当者会議の開催回
数は特段定められていない。
このため、9月に開催するサービス担当者会議で、9月までのプランと
10月以降のプランを協議することは可能である。

R5.7.10

4 暫定ケアプラン

月途中に区分変更申請を行った結
果、要支援2から要介護1となった。地
域包括支援センターから受託して介護
予防サービスを作成している居宅介護
支援事業所において、介護予防の暫
定プランのみを作成していた場合、減
算となるのか。

居宅サービス計画を変更する際には原則として、居宅サービス計画
作成にかかる一連の業務を行うことが必要である。
区分変更申請（みなし新規申請含む）の属する月内に、後に認定さ
れる結果に見合った暫定ケアプランの作成にかかる一連の業務が実
施されていない場合には、運営基準減算となるため留意されたい。

R2.7.6

5 暫定ケアプラン

一連の業務を実施し暫定ケアプランを
作成したのち、その暫定ケアプランを
本プランとする場合、改めて一連の業
務が必要か。

要介護認定確定後に利用者の状態に大きな変化がなく、サービス変
更の必要性がないために暫定プランだったものをそのまま本プランに
する場合は、「軽微な変更」として差し支えない。この場合、利用者へ
の説明と同意、第1表の修正（手書き修正で可）、サービス事業所へ
修正された計画の交付等を適切に行い、その記録を残すこと。

※なお、要介護度が想定と異なる結果であった場合には、再度アセ
スメント、サービスの変更を行うことについて検討する必要がある。
サービスの変更をしない場合においても、その検討結果について記録
すること。

R2.7.6

6 暫定ケアプラン
利用者の死亡後に認定結果が出た場
合、暫定ケアプランから本プランへの
移行はどのようにすればよいか。

利用者から同意を得ることができないため、家族等による代行により
同意を得てケアプランを修正すること。また、関係事業所へ本プラン
を交付し、意見を聴取すること。この場合の取扱いを軽微な変更とす
るかどうかの判断は介護支援専門員が行い、経過については、適切
に記録に残すこと。

R3.3.26

7
退院・退所時におけるアセス
メントについて

病院の面会制限があり、入院中の利
用者に面会できない。病院からの情報
や居宅で家族と面接して得た情報を
もってアセスメントとしてよいか。

アセスメントについては、宇治市指定居宅介護支援等の事業の人員
及び運営に関する基準を定める条例施行規則第6条第7号の規定に
より、「利用者の居宅を訪問し、利用者及び家族に面接して行わなけ
ればならない。」とされており、これを満たしていない場合は、居宅介
護支援に係る介護給付費が減算となる。よって、退院・退所後に居宅
においてアセスメントを実施しなければならない。
同様に、入院・入所中に病院や施設でアセスメントを実施した場合に
おいても、退院・退所後に改めて居宅でのアセスメント実施が必要で
ある。

R3.3.26

8
病院等から直接ショートステ
イに入所する場合における
アセスメントについて

病院、介護保険施設等から直接短期
入所生活（療養）介護事業所へ直接
入所する場合、アセスメントが居宅で
できないがどのように取り扱ったらよい
か

アセスメントについては、宇治市指定居宅介護支援等の事業の人員
及び運営に関する基準を定める条例施行規則第6条第7号の規定に
より、「利用者の居宅を訪問し、利用者及び家族に面接して行わなけ
ればならない。」とされており、これを満たしていない場合は、居宅介
護支援に係る介護給付費が減算となる。
しかしながら、当該ケースにおいては物理的に困難でやむを得ない状
況等にあることから、特例として、病院又は介護保険施設等において
利用者及びその家族に面接しアセスメントをはじめとする『一連の行
為』に係る全ての要件を満たすときは、減算しない取り扱いとし、この
場合における初回加算については、加算に係る全ての要件を満たす
ときに限り、算定可能。

※なお、利用者が一時でも自宅へ戻る場合には、居宅を訪問し、利
用者と面接の上アセスメントを実施すること。

R2.7.6
R6.7.26

一部追記
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　【居宅介護支援・（看護）小規模多機能型居宅介護】 （最終更新日　令和7年8月5日）

※ショートステイに関する項目については、（看護）小規模多機能型居宅介護を除きます
No. 項目 質問 回答 掲載日

9
ショートステイに長期間入所
する利用者に対するモニタリ
ングの実施について

ショートステイを30日を超えて長期利
用する利用者のモニタリングの取り扱
いについてどのように対応したらよい
か。

モニタリングについては、宇治市指定居宅介護支援等の事業の人員
及び運営に関する基準を定める条例施行規則第6条第15号の規定
により、「少なくとも1月に1回、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接
すること。」とされており、これを満たしていない場合は、居宅介護支援
に係る介護給付費が減算となる。
しかしながら、当該ケースにおいては物理的に困難でやむを得ない状
況等にあることから、特段の事情として、少なくとも1月に1回、当該利
用者が入所している短期入所生活（療養）介護事業所を訪問し、利
用者に面接し、かつ、他の全ての要件を満たすときは、減算しない取
り扱いとする。

R2.7.6

10 居宅サービス計画の変更
居宅サービス計画の「変更」とは具体
的にどういう場合か。

サービス種類の増減をいう。（例：訪問介護と通所介護のサービスを
受けていて、訪問看護が新たに加わる場合、通所介護のサービスを
やめる場合など）
なお、これらの場合は、居宅サービス計画作成にかかる一連の業務
を行うことが必須となる。ただし、サービス種類は増減するが、利用者
の状況やサービス内容等が全く変わらない場合（例：特殊寝台を貸与
から購入に切り替えた場合、介護保険の訪問看護から医療保険の訪
問看護になる場合など）においては、一連の業務を行わなくても運営
基準減算を適用しない。

R4.3.4

11 軽微な変更
ケアプランの軽微な変更を行うときの
手順はどのようにすればよいか。

計画作成にかかる一連の業務については、その必要に応じて原則行
うことが必要である。
しかし、「軽微な変更」として取り扱う場合は、令和３年３月３１日　介
護保険最新情報Ｖｏｌ．９５９　４、Vol..１０４９　３　に記載の通り、介護
支援専門員が利用者の状態に大きな変化がないと判断した根拠（ア
セスメント結果等）を適切に記録に残し、利用者への説明と同意・計
画の修正（手修正で可）、サービス事業所等へ修正された計画の交
付、意見聴取等を適切に行い、その記録を残すこと。

R3.3.26
R6.7.29

追記

12 居宅サービス計画の修正

居宅サービス計画の第2表の目標設
定について、定期的なモニタリングで
目標期間の延長について決定した場
合、居宅サービス計画はどのように修
正すべきか。

単なる目標期間の延長の場合には、軽微な変更の取り扱いで差し支
えない。利用者の居宅サービス計画の期間を修正（手修正でも可）
し、その同意を得た旨を記録に残すこと。
また、変更した居宅サービス計画の写しをサービス事業所に交付する
こと。
なお、同じ目標が長期的に続くこと自体、目標設定が不適切である可
能性があるため、計画的で誰にもわかりやすい具体的な内容かつ期
間の終期に達成が見込まれる目標設定が必要であることに留意され
たい。

R2.7.6

13
居宅サービス計画書の計画
的な短期目標の見直しにつ
いて

課題を解決するための長期目標（おお
むね6か月）を達成する段階的な目標
としての短期目標（おおむね３か月）の
達成が確認され、目標を見直したいと
思う。
あらかじめサービス担当者会議で、予
後予測を踏まえたケアチームでの支
援方針や段階的な目標のプロセスを
検討・共有したうえで作成した居宅
サービス計画書の予測の範囲内での
段階的な短期目標の変更について
は、軽微な変更として扱うことができる
か。

長期目標、サービス内容・種別・頻度は変わらず、短期目標の期間を
変更する際に合わせて、短期目標の一部を変更する場合、自立支
援に資するケアプラン作成の観点から、サービス担当者会議において
きめ細かい短期目標設定がされており、次の段階に進む場合であれ
ば、短期目標の一部を変更しても「軽微な変更」として取り扱って差し
支えない。
この場合、利用者への説明と同意、第2表の短期目標及びその期間
の修正（手修正で可）、サービス事業所へ修正された計画の交付等
を適切に行い、その記録を残すこと。
ただし、あらかじめ支援方針が共有できている場合であっても、全てが
「軽微な変更」として取り扱えるわけではなく、状況や経過により、サー
ビス担当者会議の開催や居宅サービス計画書等の見直しが適切に
行われる必要があることに留意されたい。

※また、支援内容に計画性がなく、長期目標の達成を目指す段階的
なものとは判断しがたい新たな短期目標を設定する場合は、「軽微な
変更」として扱うことはできない。

R2.7.6

14 保険者の変更

利用者の居宅は変わらないが、住民
票を前の住所から異動したため、保険
者が変更になった。目標・サービス内
容等に変更はないが、居宅サービス
計画作成にかかる一連の業務の実施
は必要か。

本来は居住地が変わった時点で住民票を異動する必要があるが、例
外として問のケースが生じた場合、保険者の変更においても居宅サー
ビス計画作成にかかる一連の業務の実施が必要である。なお、アセ
スメント帳票等の作成については、直近の帳票の手修正でも差し支え
ない。また、当月中に一連の業務を実施することで初回加算の算定
対象となる。

R3.3.26

15 モニタリング

利用者が急遽入院したため、当該月
は利用者の居宅に訪問できなかった。
この場合「特段の事情」と考えてもよい
か。

利用者の事情により居宅訪問ができなかったと考えられるため、「特
段の事情」に該当する。この場合においても、入院先医療機関への訪
問やサービス事業所との連携により、当該月のサービス利用状況等
を確認し、モニタリングの結果を記録すること。
なお、介護支援専門員に起因する事情は含まれないことに留意する
こと。
また、特段の事情がある場合は、その具体的な内容を記録すること。

R3.3.26
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No. 項目 質問 回答 掲載日

16 給付管理

月の一部の期間において利用者が小
規模多機能型居宅介護（短期利用を
除く）を利用し、かつ当該期間を除いて
居宅介護支援を受けた場合には、そ
の月の給付管理はどちらが行うのか。

居宅介護支援事業所が給付管理を行うこと。

※別表３の京都府国民健康保険団体連合会資料参照。

R3.3.26
R4.3.4

一部追記

17

福祉用具貸与
特定福祉用具販売
軽度者に対する福祉用具
貸与の例外給付

福祉用具貸与（軽度者例外給付含
む）および特定福祉用具販売の必要
性の判断とは、医師や専門職から確
認した内容を記載することで足りるの
か。

福祉用具の特性と利用者の心身の状況等を踏まえてその必要性を
十分に検討せずに選定・継続した場合、利用者の自立支援は大きく
阻害されるおそれがあることから、検討の過程を別途記載する必要が
ある。
介護支援専門員は、福祉用具貸与、特定福祉用具販売を計画に位
置づける場合には、サービス担当者会議を開催し、その必要性を検
証し、その過程を帳票へ適切に記載せねばならない。

例
①利用者が用具を必要とする状況に関わるアセスメント根拠の明示
②主治医から得た情報
③品目、活用方法（配置）、留意点、改善（悪化）予測等
④軽度者例外給付対象であれば、その合意過程
⑤特定福祉用具販売を適用する場合、その説明及び合意過程
上記等についてサービス担当者会議で検証された記録などが想定さ
れる。

R2.7.6
R3.3.26
R6.7.29

一部追記

18 初回加算

4月より新規で担当する利用者に初回
加算を算定した。5月に急激な状態悪
化により、区分変更し2区分以上変更
された。5月にも一連を実施したので、
初回加算を算定してもよいか。

一連の業務を適切に行っている場合は、算定して差し支えない。 R2.7.6

19
初回加算と退院・退所加算
の同時算定について

初回加算を算定する場合は、退院・退
所加算を算定しないということだが、い
ずれの要件も満たす場合は、どちらが
優先されるのか？

退院・退所加算と初回加算のどちらを優先するという定めはない。
したがって、それぞれの算定要件を満たしている場合は、事業所の選
択により、どちらの加算を算定しても差し支えない。

R2.7.6

20 特定事業所加算

要件の「他の法人が運営する指定居
宅介護支援事業者と共同で事例検討
会、研修会等を実施していること」につ
いて、宇治市の「ケアマネジメントに関
する勉強会への参加」は含まれるの
か。

厚生労働省のＱ＆Ａの問137によると（本ページにも掲載）、「市町村
や地域の介護支援専門員の職能団体等と共同して実施した場合も
評価の対象である。」となっているため、「統括委員または勉強会委
員として参画した」事業所については、対象となる。
残しておく資料としては、議事録、参加者一覧、当日配布された資料
等が想定される。

R2.7.6
R3.3.26

一部追記

21 特定事業所加算

「家族に対する介護等を日常的に行っ
ている児童、障害者、生活困窮者、難
病患者等の高齢者以外の対象者への
支援に関する知識等に関する事例検
討会、研修等に参加していること」につ
いて、自ら主催となって実施した場合
や「他の法人が運営する指定居宅介
護支援事業所と共同で事例検討会、
研修会等を実施」した場合も含まれる
か。

含まれる。
R2.7.6
R6.7.29

修正

22 特定事業所加算

人員配置要件である「専ら指定居宅
介護支援の提供に当たる常勤の介護
支援専門員」に、管理者を兼務する介
護支援専門員は含まれるか。

含まれない。
ただし、管理者を兼務する主任介護支援専門員は含むことが可能で
す。

R4.3.4

23 特定事業所加算

人員配置要件である「専ら指定居宅
介護支援の提供に当たる常勤の主任
介護支援専門員」に、管理者を兼務
する主任介護支援専門員は含まれる
か。

含まれます。 R4.3.4

24 入院時情報連携加算

月末に入院（例：１月３１日入院）し、
情報提供を月初め（例：２月１日）に
行った場合、加算を算定できると思う
が、どの月に請求をすればよいか。

平成２１年３月２３日 介護保険最新情報Ｖｏｌ．69内の問６４に記載の
とおり、居宅サービス計画に基づいて介護保険サービスを利用した翌
月の１０日（前月の介護給付費等の請求日）までに、情報提供を行っ
た場合に限り算定が可能であるため、今回の例であれば、１月の請求
にて加算の算定を行うこととなる。

R2.7.6

25 入院時情報連携加算

前月にはサービス利用があったが、当
該月にはサービス利用がなく、当該月
の15日に入院され、2日後の17日に
医療機関に情報提供を行った。この
場合、入院時情報連携加算Ⅱは算定
可能か。

不可である。
当該月にサービス利用がない場合、入院時情報連携加算は、前月
分の居宅介護支援費に合わせて請求することになる。前月分の介護
給付費請求期限は、翌月の10日である。
こうしたことから、翌月の10日を過ぎて情報提供を行った場合は、算
定できない。

R2.7.6
R6.7.29

一部追記
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No. 項目 質問 回答 掲載日

26 入院時情報連携加算
利用者の入院予定の病院へ事前に情
報提供を行った場合算定可能か。

入院日までに行った情報提供は入院時情報連携加算(Ⅰ)として算定
可能である。
また、入院前の情報提供については、現に入院が決定した日以降で
あることが望ましい。
但し、情報提供時と入院時の状態が著しく異なる場合は、改めて情
報提供を行うこと。

R2.7.6
R3.3.26
R6.7.29

修正

27 入院時情報連携加算

ＦＡＸやメール、郵送等により情報提供
を行った場合、送信等を行った記録が
あれば入院時情報連携加算の算定は
可能か。

入院先の医療機関とのより確実な連携を確保するため、医療機関
（担当の医師・看護師や連携室職員等）とは日頃より密なコミュニ
ケーションを図ることが重要であり、ＦＡＸ等による情報提供の場合に
も、先方が受け取ったことを確認するとともに、確認したことについて居
宅サービス計画等に記録しておかなければならない。

R3.3.26
R4.3.4

一部追記

28 入院時情報連携加算

A病院に入院した利用者がB病院に翌
日転院したため、A病院とB病院の両
方に情報提供を行ったが、入院時情
報連携加算を2回算定できるか。

当該加算は、利用者につき1月1回を限度として算定できるものであ
り、同一月に2回の算定はできない。

R4.3.4
R6.7.26

一部追記

29 入院時情報連携加算

利用者が入院し、最初の病院には情
報提供を行っておらず、入院時情報
連携加算を算定していなかったが、入
院から3日後に転院された先の病院に
は面談の上情報提供を行った。この場
合、入院時情報連携加算は算定可能
か。

最初の入院から起算して3日以上経っており、3日以内の情報提供が
できていないため算定不可。（転院は入院の継続とみなす。）

但し、令和６年３月１５日 介護保険最新情報Ｖｏｌ．１２２５内の問１１９
の記載に該当する、事業所の設定する営業日の取扱いに基づくこと
を申し添えます。

R4.3.4
R6.7.26

修正

30 退院・退所加算

カンファレンスの算定要件とは具体的
に示されたい。
また、計画の作成は一連の業務の判
断でよいか。

カンファレンスの算定要件については、別表１を参考に確認されたい。
（診療報酬の算定方法『平成20年厚生労働省告示第59号』別表第
1医科診療報酬点数表の退院時共同指導料2の注3要件）
退院退所時に当該病院等の職員と面談を行い、情報を得た上で、一
連の業務を行い計画を作成した場合に、利用開始月に所定単位を
加算することが可能となることに留意されたい。
なお、計画内容が従前の計画と同一であっても、一連の業務を行い、
計画作成された場合に算定が可能となることに留意されたい。

R2.7.6
R4.3.4

一部追記

31 退院・退所加算

別表1の入院中の保険医療機関の保
険医又は看護師等が退院後の在宅
医療を担う5者のうち3者について、介
護支援専門員、訪問看護ステーション
の看護師、訪問看護ステーションの理
学療法士の3人で要件を満たすか。

満たさない。5者のうち3者とは、「3人」ではなく、「3つの機関」のことで
ある。

R3.3.26

32 退院・退所加算

R6青本P.865(3)④の「カンファレンス
の日時、開催場所、出席者、内容の
要点等について居宅サービス計画等
に記録し、利用者又は家族に提供した
文書の写しを添付すること」とは、具体
的にどのようなことか。

診療報酬の退院時共同指導料2の要件である入院中の医療機関か
ら患者等に情報提供した文書の写しや、カンファレンスの日時、開催
場所、出席者、内容の要点等の記録（第4表等）を残し、そこで得た
情報を活かし、居宅サービス計画にかかる一連の業務を実施したこと
がわかる記録や経過を残しておくこと。

R3.3.26
R6.7.29

修正

33 退院・退所加算
入院中の医療機関において、主治医
と往診の医師が別の場合、当該加算
は算定できるか。

同一の医療機関の場合、当該加算は算定できない。 R3.3.26

34 退院・退所加算

外泊の利用者宅へ、病院等の理学療
法士の訪問に併せて訪問し情報提供
を受けた後、病院等に訪問しカンファ
レンスに参加した場合、同日に2回以
上情報収集を行ったとして「2回以上」
の算定区分で算定してよいか。

「同一日に複数回情報提供を受けた場合は、1回として算定する」とし
ていることから、情報収集場所が違っても1回の算定となる。

R3.3.26

35
ターミナルケアマネジメント加
算

利用者又はその家族の同意を得た上
で、各種要件を満たした際に加算の算
定ができると思うが、その同意につい
て、重要事項説明書に加算の内容を
追加し、重要事項説明書の同意をもっ
て、本加算の同意ととれるのか、別の
様式等を定めて同意をとるべきなの
か。

重要事項説明書等による一律的な同意ではなく、ターミナルケアマネ
ジメントを実施する時点で、ターミナルケアマネジメントに関する居宅
サービス計画書の作成・同意が適切な時期に行われていればそれを
もって同意に代えることで差し支えない。
また、本人の同意が難しい加算でもあるため、特例ではあるが、遠方
の家族等との電話での同意等についても適切な記録を残すことで足
ると考えられる。

R2.7.6

36
ターミナルケアマネジメント加
算

死亡日及び死亡日前14日以内に2日
以上居宅を訪問し、主治医に情報提
供した場合とあるが、必ず死亡日に訪
問しなければならないのか。

死亡日及び死亡日前14日以内に2日以上居宅を訪問した場合であ
れば、必ずしも死亡日の訪問は不要であると考える。
なお、死亡日当日であっても、死亡後の訪問は加算の主旨から不
可。

R2.7.6
R3.3.26

修正
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No. 項目 質問 回答 掲載日

37 通所リハビリテーション
複数箇所の通所リハビリ事業所を利用
できるか

原則として１つの事業所でリハビリテーションを提供するものであるが、
やむを得ない場合においてはこの限りではない。事業所ごとに提供可
能なサービスの種類が異なり、単一の事業所で利用者が必要とする
理学療法、作業療法、言語聴覚療法のすべてを提供できない場合
などは、複数の事業所で提供することが考えられる。
※介護予防通所リハビリテーションについては、複数箇所の利用は認
められない。

R3.3.26

38 通所リハビリテーション
通所リハビリテーションと訪問リハビリ
テーションまたは訪問看護でのリハビリ
テーションの併用は可能か。

通所リハビリテーションを中心として実施されることが推奨されている
が、利用者の状況及び必要性の判断を勘案して、
①利用者の居宅でしか実施できないリハビリテーションと通所で実施
可能なリハビリテーションを組み合わせて提供することが利用者の自
立に必要であると介護支援専門員が適切なケアマネジメントの結果判
断し、
②利用者の主治の医師等からその必要性を適切に聞き取り、医学的
な見地からその内容や留意点などの指示を受けた上で、
③サービス担当者会議でその連携を確認し、ケアプランに記載した場
合は算定が可能である。
なお、訪問看護におけるリハビリテーションについては、上記に加えて
訪問看護師の適切なアセスメントの上で実施すること。

R3.3.26

39
ショートステイの基本報酬の
算定について

同日に2事業所を利用した場合の取り
扱いについて、4月1日にA事業所へ
入所して、15日に退所。同日にB事業
所へ入所した場合、
①4月15日の報酬算定の考え方はど
うなるのか
②また、継続利用日数のカウントはどう
なるのか
③合わせて、長期利用減算の日数の
カウントはどうか。

①報酬算定については、A事業所もB事業所も算定可能（ただし、両
事業所が同一敷地内ではないことなど一定の条件あり）

②継続利用日数については、A事業所の4月15日が15日目、B事業
所の15日が16日目にあたり、連続30日の期間については、4月1日
から29日となる

③なお、長期利用減算に係る連続30日の期間については、各施設で
の連続利用日数がそれに該当する。

R2.7.6

40 運営規程について
運営規程に〇人以上と記載している
場合、員数の変更があっても変更届
出の提出は不要か。

人員基準を満たすよう現に「〇人以上」と記載しており、その中での員
数変更であれば、運営規程に係る届出は不要です。
（重要事項説明書についても同様とする。）
ただし、介護支援専門員の増減に伴う、「介護支援専門員の氏名及
びその登録番号」に係る変更の届出は必要となります。

R4.3.4

41
重要事項説明書・契約書等
への押印について

押印は不要としてもよいか。

重要事項説明書等における利用者等の押印について、求めないこと
を可能とします。（押印の有無は各事業者の判断で選択いただいて差
し支えありません。）
その場合、事業所において、説明、同意した事がわかるようにしてお
いてください。
署名以外の方法については、「押印についてのQ&A（令和2年6月19
日内閣府・法務省・経済産業省）」を参照してください。

※押印の取扱いについては、上記のとおりですが、サービス提供の開
始に際して行う、「利用者は複数の事業者等を紹介するよう求めるこ
とができること等の説明」や「前6か月間に作成したケアプランにおける
訪問介護等の各サービスの利用割合等の説明」にあたっては、理解
したことについて「署名」を得なければならないことに留意してください。

R4.3.4

42 その他手続について
変更届出書の提出が変更日から10日
以内となっているが、遅れた場合はど
のような手続が必要であるのか。

10日以内の提出ができなかった場合は、本来の届出書の添付書類
に加えて、「遅延理由書」の提出が必要である。

R2.7.6

43 通院時情報連携加算

医師等から情報提供を受けた上で、
居宅サービス計画（ケアプラン）に記録
した場合との記載がありますが、内容
を支援経過記録に記載しているだけで
良いでしょうか。
※（国資料）令和3年度介護報酬改定
における改定事項について（P54）より

通院時情報連携加算は、利用者が医師の診療を受ける際に同席し、
医師等に利用者の心身の状況や生活環境等の必要な情報提供を
行い、医師等から利用者に関する必要な情報提供を受けることとして
います。その内容がわかるように支援経過記録等に記録してくださ
い。
「介護保険最新情報VOL.952令和3年度介護報酬改定に関する
Q&A（VOL.3）（令和3年3月26日）」問118を参照してください。

R3.4.14

44 委託連携加算

委託先の居宅介護支援事業所を変
更した場合、本加算の算定は可能か。
（当初A事業所に委託し、委託連携加
算を算定。その後、B事業所に委託先
を変更した場合、B事業所で委託連携
加算を算定できるか。）

当該加算は、委託時における居宅介護支援事業所との適切な情報
連携等を評価するものであるため、１つの委託について適切に連携が
行われているのであれば、委託先の居宅介護支援事業所を変更す
るたびに算定は可能です。

ただし、委託先の居宅介護支援事業所を変更する場合は、変更につ
いてその理由を説明できるよう記録等を行い、常に変更が適切である
か検討してください。

別表2の委託連携加算の算定可否を参照してください。

R4.3.9

45 委託連携加算

上記の問44の回答より「適切な情報
連携等」を実施した場合に算定可能と
考えるが、具体的にどのような内容
か。

例えば、アセスメント（利用者基本情報等）やサービス担当者会議の
記録及び介護予防サービス・支援計画書等により、地域包括支援セ
ンターと委託先の居宅介護支援事業所にて利用者の情報を共有し、
支援経過に記録していること等が考えられます。

R4.3.9

46
介護支援専門員証の有効
期間について

介護支援専門員証の有効期間更新
手続きを忘れた場合どうなるのか。

介護支援専門員証の有効期間更新を行わずに有効期間が満了する
と証は失効し、介護支援専門員としての業務を行うことができなくなり
ます。失効した状態で業務を行った場合は、本人は資格の消除対
象、事業所は介護報酬の返還や処分等の対象となります。

R7.8.5
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別表１

◎退院・退所加算
　・初回加算を算定する場合は、算定できない。

回数 カンファレンスへの参加　なし カンファレンスへの参加　あり

　退院・退所加算（Ⅰ）イ 　退院・退所加算（Ⅰ）ロ
・ 病院等の職員から、1回情報収集を行っている場合に算定する

　②保険医である歯科医師又はその指示を受けた歯科衛生士

　③保険薬局の保険薬剤師

　⑤居宅介護支援事業者の介護支援専門員

・退院後に福祉用具の貸与が見込まれる場合にあっては、必要に応じ、福
祉用具専門相談員や居宅サービスを提供する作業療法士等が参加するこ
と。

　退院・退所加算（Ⅱ）イ 　退院・退所加算（Ⅱ）ロ

　退院・退所加算（Ⅲ）

・　面談の場所は病院以外でも可

　・入院又は入所期間中1回のみ算定できる。情報収集の回数及び入院中の担当医師等との会議（カン
　　ファレンス）への参加の有無によって下記のいずれかを算定する。

退院等にあたって、当該病院等の職員と面談を行い、利用者に関する必要な情報の提要を受けた上で、
居宅サービス計画書を作成し、居宅サービスの利用に関する調整を行った場合には、当該利用者の
居宅サービスの利用開始月に所定単位数を加算する。

・ 病院等の職員から、カンファレンス
に参加せずに1回情報収集を行って
いる場合に算定する。

・ 情報収集の方法が診療報酬の算定方法（平成20年厚生労働省告示第
59号）別表第1医科診療報酬点数表の退院時共同指導料2の注3の要件
を満たすカンファレンスに参加している場合（病院等へ入院している場合）
に算定できる。

・ 診療報酬の算定方法（平成20年厚生労働省告示第59号）別表第1医
科診療報酬点数表の退院時共同指導料2の注3の要件は以下の通り

1回

入院中の保険医療機関の保険医又は看護師等が退院後の在宅医療を
担う、次の①～⑤の5者から3者以上と共同して指導を行った場合に加算
する。

　①退院後の在宅療養を担う保険医療機関の保険医、看護師または
　　 准看護師

　④訪問看護ステーションの看護師、理学療法士、作業療法士又は
　　 言語聴覚士（准看護士を除く）

・ 入所の場合のカンファレンスについては留意事項通知に定義されている
ので参照のこと

・ 上記のカンファレンスに参加した場合は、当該会議等の日時、開催場所、
出席者、内容の要点等について居宅サービス計画書に記録し、利用者又
は家族に提供した文書の写しを交付すること

備考

　　（PT等が、利用者が外泊中の自宅へ退院後の生活動線を確認するため訪問している際等に、
　　 介護支援専門員も訪問し、PT等から情報収集した場合も算定可能）

・  病院等の職員から、カンファレンス
に参加せずに2回以上情報収集を
行っている場合に算定する。

・ 2回以上情報収集を行っている場合であってそのうち1回以上、
  上記のカンファレンスに参加している場合に算定できる。

2回

3回
・ 3回以上情報収集を行っている場合であってそのうち1回以上、
  上記のカンファレンスに参加している場合に算定できる。

・  面談は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。但し、利用者又はその家族が
　 参加する場合にあっては、当該利用者等の同意を得なければならない。
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◎令和６年度　介護報酬改定に伴う、入院時情報連携加算の変更点

R6.03.15　厚労省老健局　介護保険最新情報　vol.1225　一部抜粋
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別表２

◎　施設入所日の入所前及び退所後における居宅サービスの算定について

訪問介護

訪問入浴介護

訪問看護

訪問リハビリテーション

居宅療養管理指導

通所リハビリテーション

※２　機械的に組み込むといった居宅サービス計画は適正ではない。ただし、急に利用しなくてはならない場合は算定可。

◎　居宅サービス等利用中の算定について

訪問介護

訪問入浴介護

訪問看護

訪問リハビリテーション

通所リハビリテーション

認知症対応型通所介護

福祉用具貸与

居宅療養管理指導

※１　必要な場合は事業者の負担により提供すること。（外泊中の中日については可）

※２　在宅中にのみ算定可。

※３　在宅中に福祉用具を利用している場合は、小規模多機能型居宅介護を利用中に使用しても算定可。

※４　在宅中または宿泊サービス利用時は算定可。

介護老人福祉施設 介護老人保健施設 介護医療院

（ショート含む。） （ショート含む。） （ショート含む。）サービス種類

入所日 退所日 入所日 退所日 退所日

通所介護（地域密着型含む。）

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

入所日

〇

〇 〇 〇 〇

△（※２） × △（※２）

〇 〇 × 〇

〇 〇 〇 〇

〇 △（※1） 〇 △（※1）

〇 〇 × 〇 ×

短期入所生活（療養）介護

〇（※２）

×

×

〇（※４）

×

×（※１）

※１　厚生労働大臣が定める状態（平成27年3月23日厚生労働省告示第94号の第六号を参照）にある利用者又は主治
       の医師が退所・退院した日に訪問看護が必要であると認める利用者に限り、算定可

サービス種類

通所介護（地域密着型含む。）

特定施設入所者生活介護 認知症対応型共同生活介護

〇（※２）

〇（※２）

×

定期巡回・夜間対応型訪問介護看
護

〇 〇

×（※1） ×（※1）

×

小規模多機能型居宅介護

×

×

〇（※３）

〇 △（※２） △（※２） △（※２） △（※２）

〇 〇

看護小規模多機能型居宅介護

×

×

×

〇（※３）

〇（※４）

×

×

×（※１）

×

〇

×

◎委託連携加算の算定可否

包括の変更

居宅の変更

有 〇 〇

無 〇 ×

有 無
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別表３（京都府国民健康保険団体連合会　資料抜粋）
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◎暫定プランの取扱い
・

・ 暫定プランにおける介護報酬請求の考え方
　〔前提条件〕 ①　9月1日（区分変更の申請） ②　9月30日（介護認定審査会での認定判定）

③10月1日（認定結果の通知） ④　9月中にサービス利用実績あり

プランの
作成者

作成
する
ﾌﾟﾗﾝ

要介護認定の
結果

暫定
ﾌﾟﾗﾝの
見込み

との
相違

介護報酬
受領者

ケアプランの取扱い
介護報酬請求の

留意事項

同じ 居宅 ー ー

違う 居宅

要支援 ー ー ー

同じ ー ー

違う

要介護 ー ー ー

同じ ー ー

違う

要介護 ー ー ー

※

請求できない

包括から委託
を受けた居宅

包括 予防

要支援 包括

居宅介護支援事業者が要介護を見込んで暫定プランを作成した際に、認定結果が要支援であり、総合
事業（訪問型サービスまたは通所型サービス）を利用する場合、セルフプランが活用できないことから、9
月中に予防プランが作成されていなければ介護予防ケアマネジメント費だけではなく訪問型サービス費及
び通所型サービス費についても請求不可となるので注意すること。
認定結果において要支援になるか要介護になるか判断が難しい時は、要支援と要介護の両方の暫定プ
ランを一連の業務の実施により作成しておくことが望ましい。
《R6.07.29追加 R6.10.2追記 介護保険最新情報vol.1099参照》

要介護認定を申請し、要介護認定を受けるまでの間において、当該利用者から介護サービスを利用する
場合は、いわゆる暫定プランを作成すること。

居宅 介護

要介護
暫定プラン作成後、
介護度の違いについ
ては、『軽微な変更』
として取り扱うことが
可能

9月中に暫定プランが成立し
ていない場合、

→運営基準減算

請求できない

暫定プラン作成後、
介護度の違いについ
ては、『軽微な変更』
として取り扱うことが
可能

9月中に一連の業務をまった
く行っていない場合、
→請求できない

請求できない

予防

要支援
包括

（居宅には
委託料）

暫定プラン作成後、
介護度の違いについ
ては、『軽微な変更』
として取り扱うことが
可能

9月中に一連の業務をまった
く行っていない場合、
→請求できない
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≪業務管理体制の整備に係る届出について≫ 

（１）業務管理体制の内容 

平成 21 年５月施行の改正介護保険法において、介護サービス事業者に法令遵守等の業務管理

体制の整備が義務付けられました。整備すべき業務管理体制の内容は、指定又は許可を受けてい

る事業所（施設）の数に応じて定められています。また、業務管理体制の整備に関する事項を記

載した届出書を関係行政機関に届け出る必要があります。 

 

 事業規模（事業所数）に応じた業務管理体制の整備内容 

事業所数※ 整備内容 

１以上２０未満 
法令遵守責任者の 

選任 

 

２０以上１００未満 法令遵守 

規程の整備 

 

１００以上 法令遵守に係る監査 

  ※みなし事業所、介護予防・生活支援サービス事業所を除く 

  

（２）届出について 

・下記の表を参考に、事業規模に応じた業務管理体制を整備し、「業務管理体制の整備に関する届

出システム」（以下「届出システム」という。）から届出を行ってください。 

・届出システム運用前に、すでに事業者（法人）番号を取得している事業者は、新たに事業者番号

を取得することはできませんのでご注意ください。 

・各事業者の事情により、届出システムでの届出ができない場合は、介護保険課までご連絡くださ

い。 

・事業所等の指定等による届出先区分の変更や届出事項（代表者・法令遵守責任者、規程等）の変

更があった場合は、遅滞なく届出をしてください。 

 

 区分 届出先 

１ 
指定事業所が３以上の地方厚生局管轄区域に所在する事

業者 
厚生労働大臣 

２ 
指定事業所が２以上の都道府県に所在し、かつ、２以下

の地方厚生局管轄区域に所在する事業者 

主たる事業所の所在地の 

都道府県知事 

３ 指定事業所が同一指定都市内にのみ所在する事業者 指定都市の長 

４ 指定事業所が同一中核市内にのみ所在する事業者 中核市の長 

５ 
地域密着型サービス（予防含む）のみを行う事業者で、

指定事業所が同一市町村内にのみ所在する事業者 
市町村長 

６ １から５以外の事業者 都道府県知事 

 

（３）確認検査について 

  届出のあった業務管理体制の整備・運用状況を確認するために概ね６年に１回を目安として

確認検査（一般検査）を実施します。 
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